
第 3 章
台湾の対外投資

――「所有特殊的優位性」の更新過程――

はじめに：問題の設定

１９８５年のプラザ合意を契機として始まり，８７～８８年以降，台湾・韓国等

のアジア NIES諸国に波及した東アジアの為替レートの急激な変動は，日本

企業の対外投資のみならず，NIES諸国の対アジア投資の飛躍的な増加をも

もたらした。なかでも台湾の対外投資の拡大は著しく，８８年から２０００年の

間の累積投資額は，認可ベースで４３７億ドルに達した。

この新興投資国・台湾による対外投資には，次のような特徴が見い出され

る。第１に，台湾は，１９８０年代後半に直接投資の純流入経済から純流出経

済に転換するやいなや，東南アジア・中国向けに大量の対外投資を行なうよ

うになった。また，投資の主力セクターは，初期の労働集約型産業から資本・

技術集約的産業へと急速に変化した。６０年代以降の台湾経済の発展過程が

「圧縮された工業化」の典型的な事例であったように，８０年代末以降の台湾

企業による対外投資の展開過程にも，投資の量的拡大および質的変化の両面

において，「圧縮された」性格がみられるのである（１）。

第２に，台湾の対外投資の拡大過程においては，中小企業が重要な担い手

となった［Chen１９９８：３６］。台湾は，１９８０年代半ばまで輸出指向型工業化政

策の枠組みの下で急速な経済成長を遂げたが，この過程を牽引したのは，労



働集約型産業に従事する中小企業であった。これらの中小企業はまた，８０

年代半ば以降，台湾元の対米ドル為替レートの上昇・労賃上昇の顕在化等の

経済環境の急激な変化が起きると，いち早く生産ラインを東南アジア・中国

へ移管した。台湾の対外投資を考察する上で，中小企業の果たした役割に注

目することは，不可欠の視点である。

本章の目的は，以上のような特徴を有する台湾の対外投資の展開過程を，

その持続的拡大を支えた企業レベルの「所有特殊的優位性」（Dunning）に注

目しつつ，分析することにある。事例として，１９９０年代以降の台湾経済の

主力セクターであるパソコン産業をとりあげ，産業の発展とともに，対外投

資のパターンとこれを支える優位性に変化が生じた過程を検討する。

本章の構成は以下のとおりである。第Ⅰ節では，台湾企業の対外投資の展

開過程を整理する。第Ⅱ節では，台湾企業の対外投資には，企業の規模ごと

に異なる性格が見られる点に注目し，大企業および中小企業による対外投資

をそれぞれ検討する。続く第Ⅲ節では，パソコン産業の事例に即して，台湾

企業の対外投資を支える「所有特殊的優位性」を検討する。最終節は「むす

び」である。

Ⅰ 対外投資の展開過程

１．対外投資の始動：「受け手」から「出し手」への転換

アジア NIESはいずれも，直接投資の「受け手」から「出し手」に転換し

た経済であるが，１９８０年代末以降の台湾においても，このダイナミズムは

明確に看取される。

台湾は，１９５０年代末の一連の政策改革を経て，輸出指向工業化政策への

転換を果たしたのち，６０年代半ばから８０年代半ばに至る約２０年間に，労

働集約型産業の輸出拡大を梃子として急速な成長を実現した（２）。６５～８５年

７６★



の期間，台湾の実質 GNPの平均成長率は９．１％に達した。この輸出指向工

業化の過程において，直接投資の受入れが果たした役割は，間接的ながら重

要なものであった。

Schive［１９９０］は，外資系企業が台湾における新技術の導入・普及に果た

した役割を評価した上で，台湾における直接投資の役割は，「成長のエンジ

ンというよりは，発展過程を円滑化する触媒として作用した」と結論づける。

台湾の多くの産業では，初期には外資系企業が重要な役割を果たしたが，や

がて外資系企業の「スピルオーバー効果」の波及のなかで地場企業が出現し，

ついには外資系企業の地位を代替するようになった。宮城［１９９９］が指摘す

るように，台湾では，対内投資額の多い産業ほど対外投資額も多い傾向がみ

られるが，その背景には，１９７０年代以降の直接投資の流入が台湾の地場企

業の成長を誘発したこと，直接投資の受入れを一つの契機として進んだこれ

ら地場企業の競争力の向上が，８０年代末以降の対外投資を支えたこと，が

指摘できる。

台湾経済の輸出指向型の成長パターンに重大な転機が訪れたのは，１９８６

年以降のことである。その引き金となったのは，台湾元の対米ドル・レート

の急上昇と，労賃の高騰であった。８５年のプラザ合意を契機とする円高は，８６

～８７年以降，台湾に波及し，台湾元の対米ドル・レートは，８６年の１ドル

３７．８元（年平均）から，８８年には１ドル２８．６元（同）にまで上昇した。８５

年には，輸出額に占める米国向けの比率は４８％にものぼったから，台湾元

の対米ドル・レートの上昇は台湾の労働集約型産業に深刻な打撃を与えるこ

ととなった。加えてこの時期には，労働力の不足も顕在化した。製造業の名

目賃金の対前年比上昇率は，８９年に１４．４％（同年の消費者物価指数の上昇率

は４．４％），９０年に１３．３％（同４．１％）に達した。

Chen［１９９２］は，１９８６年以前の台湾の対外投資が主として海外での市場

拡大を目的としたのに対し，８６年以降の投資は労働力の確保を目的とする

ものが主流となったことを指摘する（３）。８０年代後半以降の台湾企業による

アジア向け投資の急拡大は，それまでの輸出指向工業化を牽引してきた労働
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集約型産業が，上述のような台湾の生産環境の急激な変化に対応する必要か

ら，低コストの生産拠点を求めて東南アジア・中国へ生産ラインを移管した

ことにより始まった。８８年には，国際収支表上でみた直接投資の流出額が，

流入額を大きく上回った（４）。

防衛的な動機から始まった台湾の対外投資は，しかし，いったん始動する

やいなや，投資企業の多様化・投資産業の高度化といった質的変化を伴いな

がら，急速かつ不可逆的な拡大を遂げていく。

２．投資国別にみた対外投資の展開過程

台湾の対外直接投資に関する統計には，中央銀行が公表する国際収支表上

の統計，および経済部投資審議委員会が公表する認可額統計の２種類がある。

このうち，前者の国際収支表上のデータ系列は，実際の国際資金移動をより

正確に捕捉したデータであるが，移動資金額の合計値しか入手できないため，

分析上の制約が伴う。一方，後者の認可ベース統計は，投資国（５）・産業別の

投資件数・金額が入手できる点で，直接投資の展開過程の検討には不可欠の

データであるが，台湾では，実際には認可を得ずに行なわれる投資が多いの

が実情であり，対外投資に関する統計は実態に比べ，明らかに過小評価とな

っている。筆者が投資審議委員会で行なったヒアリングによると，この対外

投資データの過小性の問題は，投資の届け出・認可が法的に義務づけられて

いる対中投資についても顕著であるが，そのような法的根拠の存在しないそ

れ以外の国への投資については，さらに深刻であるという。

このように，台湾側の認可統計にはさまざまな制約があるが，受入国側の

統計等と照合すれば，これがおおよその趨勢を反映していることは明らかで

ある。以下，本章では上述のような制約があることを念頭に，投資審議委員

会発表の認可統計を使用して分析を進める。本項で国別の認可額の推移を概

観したのち，次項で国別・産業別の考察を行なう。

表１（１）は，１９８４～２０００年の対外投資認可額を投資先別に掲げたものであ
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る。また，表１（２）は，このなかからアジア地域を取り出し，国別のデータ

を掲げたものである。表１（１）からわかるように，台湾の対外投資に占める

アジア向けの比率は，８４～８６年には１０％台にすぎなかったが，８０年代後半

に急上昇し，９１年以降は４～６割を占めるようになった。他方，８０年代半ば

に対外投資の８割強を占めていた米国向け投資は，大きな振幅を伴いながら

も，絶対額では増加基調を維持しているが，アジア向け投資がこれをはるか

に上回る速度で拡大した。この結果，９０年代初頭以降の台湾の対外投資に

占めるアジア向けの比率は，米国向けを抜き，急上昇したのである。

次に，表１（２）からアジア向け投資の内訳をみると，１９８８～９１年にかけて

は ASEAN４（インドネシア・タイ・フィリピン・マレーシア）の比率が３割前

後に達していたが，９１年の３７．７％をピークに９３年以降は急減し，２０００年

には全投資額の１．５％にまで低下した。代わって９２年以降，シェアを急拡

大させたのが中国である。中国向け投資のシェアは，２０００年に約３４％に達

図１ 対外・対内投資の推移

（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國 華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・
對大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月号および中央銀行經濟研究處
『中華民國台灣地區 國際収支平衡表季報』各季号より作成。
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表１（１） 台湾の対外投資の

地域
アジア 米 州 米 国 英領米州 その他米州

金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア

１９８４ ６，５５１ １６．７ ３２，１７８ ８２．０ ３０，５３０ ７７．８ ― ０．０ １，６４８ ４．２
１９８５ ４，２０６ １０．２ ３５，８３０ ８６．７ ３５，６９０ ８６．３ ― ０．０ １４０ ０．３

１９８６ ８，４１２ １４．８ ４６，７３８ ８２．１ ４５，９６７ ８０．８ ― ０．０ ７７１ １．４
１９８７ ２１，３０２ ２０．７ ８０，２５０ ７８．１ ７０，０５８ ６８．２ ― ０．０ １０，１９２ ９．９
１９８８ ６９，２９９ ３１．７ １３０，３３５ ５９．６ １２３，３３５ ５６．４ ５，０００ ２．３ ２，０００ ０．９
１９８９ ２９６，３７２ ３１．８ ６２４，４３１ ６７．１ ５０８，７３２ ５４．６ ７０，９９２ ７．６ ４４，７０７ ４．８
１９９０ ６０２，９１０ ３８．８ ８３８，７１１ ５４．０ ４２８，６９０ ２７．６ １６９，７００ １０．９ ２４０，３２１ １５．５

１９９１ １，１０３，９７７ ６０．３ ６５８，９５８ ３６．０ ２９７，７９５ １６．３ ２６７，８７０ １４．６ ９３，２９３ ５．１
１９９２ ６１６，９２１ ５４．４ ４４９，０９６ ３９．６ １９３，０２６ １７．０ ２３８，８７４ ２１．１ １７，１９６ １．５
１９９３ ３，８３１，９２５ ７９．３ ７４０，１１０ １５．３ ５２９，０６３ １１．０ １９３，６２６ ４．０ １７，４２１ ０．４
１９９４ １，５２１，６８０ ５９．０ ９８８，３３６ ３８．３ １４３，８８４ ５．６ ５６８，９９０ ２２．１ ２７５，４６２ １０．７
１９９５ １，５６０，４５６ ６３．７ ７８７，１０５ ３２．１ ２４８，２１３ １０．１ ３７０，１６０ １５．１ １６８，７３２ ６．９

１９９６ １，８９０，９５８ ５５．７ １，４４２，９５３ ４２．５ ２７１，３２９ ８．０ ８０８，７１７ ２３．８ ３６２，９０７ １０．７
１９９７ ５，１５３，０５６ ７１．３ １，９１５，９４８ ２６．５ ５４７，４１６ ７．６ １，０５０，９４５ １４．５ ３１７，５８７ ４．４
１９９８ ２，６１５，４４０ ４９．１ ２，６３７，０２１ ４９．５ ５９８，６６６ １１．２ １，８３８，４３０ ３４．５ １９９，９２５ ３．８
１９９９ ２，０８９，１５８ ４６．２ ２，２６７，７１０ ５０．２ ４４５，０８１ ９．８ １，３５９，３７３ ３０．１ ４６３，２５６ １０．２
２０００ ３，４５８，２０７ ４５．０ ３，９４６，０２１ ５１．４ ８６１，６３８ １１．２ ２，２４８，０６４ ２９．３ ８３６，３１９ １０．９

（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・

表１（２） 台湾の対外投資の国

地域
アジア 日 本 NIES ASEAN４韓 国 シンガポール 香 港

金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア

１９８４ ６，５５１ １６．７ ― ０．０ ２３５ ０．６ ― ０．０ ２０９ ０．５ ２６ ０．１ ６，３１６ １６．１
１９８５ ４，２０６ １０．２ ２３ ０．１ ５６７ １．４ ― ０．０ ２５３ ０．６ ３１４ ０．８ ３，６０９ ８．７

１９８６ ８，４１２ １４．８ ６２ ０．１ ６８９ １．２ ― ０．０ ４３４ ０．８ ２５５ ０．４ ７，６６１ １３．５
１９８７ ２１，３０２ ２０．７ ３，４８１ ３．４ ３，０３４ ３．０ ４５０ ０．４ １，３０１ １．３ １，２８３ １．２ １４，７８７ １４．４
１９８８ ６９，２９９ ３１．７ １，９７２ ０．９ １４，５９８ ６．７ １０５ ０．０ ６，４３３ ２．９ ８，０６０ ３．７ ５２，７２９ ２４．１
１９８９ ２９６，３７２ ３１．８ ３３５ ０．０ １７，０３５ １．８ １，４５４ ０．２ ５，２０９ ０．６ １０，３７２ １．１２７６，８７３ ２９．７
１９９０ ６０２，９１０ ３８．８ １，８０７ ０．１ ８１，３１６ ５．２ ６０２ ０．０ ４７，６２２ ３．１ ３３，０９２ ２．１５１９，７６０ ３３．５

１９９１１，１０３，９７７ ６０．３ ３，４３１ ０．２２１２，２７０ １１．６ １００ ０．０ １２，５４０ ０．７１９９，６３０ １０．９６９０，０９７ ３７．７
１９９２ ６１６，９２１ ５４．４ ５，３２１ ０．５ ６３，２７２ ５．６ ３５ ０．０ ８，７９０ ０．８ ５４，４４７ ４．８２８０，１６９ ２４．７
１９９３３，８３１，９２５ ７９．３ ６３，２９７ １．３２３１，８５４ ４．８ ４６３ ０．０ ６９，４７３ １．４１６１，９１８ ３．４２０５，７７４ ４．３

１９９４１，５２１，６８０ ５９．０ ２２，７３１ ０．９２２８，３９１ ８．９ ３７５ ０．０１００，７３２ ３．９１２７，２８４ ４．９１８８，６２１ ７．３
１９９５１，５６０，４５６ ６３．７ ８，８１１ ０．４１３３，９３１ ５．５ ２，７２７ ０．１ ３１，６４９ １．３ ９９，５５５ ４．１１８６，３０３ ７．６

１９９６１，８９０，９５８ ５５．７ ６，７９８ ０．２２３０，９２６ ６．８ ６，０２１ ０．２１６４，９７８ ４．９ ５９，９２７ １．８３２１，８１１ ９．５
１９９７５，１５３，０５６ ７１．３ ３２，３４２ ０．４３７２，２４８ ５．１ ３４５ ０．０２３０，３１０ ３．２１４１，５９３ ２．０３２５，５１７ ４．５

１９９８２，６１５，４４０ ４９．１ ２９，５９６ ０．６２２８，６５０ ４．３ １，８３１ ０．０１５８，１７６ ３．０ ６８，６４３ １．３２０９，２４０ ３．９

１９９９２，０８９，１５８ ４６．２１２１，８６７ ２．７５０５，７４８ １１．２８０，９０６ １．８３２４，５２４ ７．２１００，３１８ ２．２１６３，０８９ ３．６
２０００３，４５８，２０７ ４５．０３１２，２２２ ４．１３６０，０９６ ４．７９３，０５３ １．２２１９，５３１ ２．９ ４７，５１２ ０．６１１５，８６９ １．５

（注）（１）＊中国向け投資の１９９３年，および９７�９８年の数字は，９３年の「在大陸地区投
後的・追加的に申請・認可された投資額を含む。カッコ内の数字は事後的認

（２）各国のシェアは対全世界比。
（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・對
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国別構成（認可額，全世界） （単位：１，０００米ドル，％）

欧州 大洋州 アフリカ その他 総 計

金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア

― ０．０ １３４ ０．３ ４００ １．０ ― ０．０ ３９，２６３ １００．０
８９１ ２．２ ７ ０．０ ４００ １．０ ― ０．０ ４１，３３４ １００．０

１９４ ０．３ ７１７ １．３ ８５０ １．５ ― ０．０ ５６，９１１ １００．０
１９９ ０．２ ― ０．０ １，０００ １．０ ― ０．０ １０２，７５１ １００．０

１２，００５ ５．５ ６，１３４ ２．８ ９６３ ０．４ ― ０．０ ２１８，７３６ １００．０
２，３３３ ０．３ ― ０．０ ７，８５０ ０．８ ― ０．０ ９３０，９８６ １００．０
９６，１７６ ６．２ １，３９７ ０．１ １３，０１２ ０．８ ― ０．０ １，５５２，２０６ １００．０

６０，２８９ ３．３ ２，４４１ ０．１ ４，５２３ ０．２ ― ０．０ １，８３０，１８８ １００．０
４５，９３３ ４．０ ５，４２６ ０．５ １６，８７５ １．５ ― ０．０ １，１３４，２５１ １００．０
２５５，９１３ ５．３ ９８３ ０．０ ４１５ ０．０ ― ０．０ ４，８２９，３４６ １００．０
２２，２０９ ０．９ ２８，０４８ １．１ １８，７００ ０．７ ― ０．０ ２，５７８，９７３ １００．０
５９，８６８ ２．４ １３，３７３ ０．５ ２８，７８９ １．２ ― ０．０ ２，４４９，５９１ １００．０

１１，８７５ ０．３ １８，４６９ ０．５ ２０，８９０ ０．６ ９，５００ ０．３ ３，３９４，６４５ １００．０
５８，５０８ ０．８ ２７，９００ ０．４ ― ０．０ ７２，７２７ １．０ ７，２２８，１３９ １００．０
３３，８２８ ０．６ ８，４７０ ０．２ ３６，１６４ ０．７ ― ０．０ ５，３３０，９２３ １００．０
６０，９８２ １．３ ４１，１９６ ０．９ ４１，３４７ ０．９ ２１，４００ ０．５ ４，５２１，７９３ １００．０
６２，２２５ ０．８ １４７，５９１ １．９ ６，９５３ ０．１ ６３，２０７ ０．８ ７，６８４，２０４ １００．０

對大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月版より作成。

別構成（認可額，アジア向け） （単位：１，０００米ドル，％）

ベトナム その他アジア 中 国＊インドネシア タ イ フィリピン マレーシア

金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア

４，９００ １２．５ ２００ ０．５ ― ０．０ １，２１６ ３．１ ― ０．０ ０ ０．０ ― ０．０
１，０００ ２．４ ２，６０９ ６．３ ― ０．０ ― ０．０ ― ０．０ ７ ０．０ ― ０．０

１，７８０ ３．１ ５，８１０ １０．２ ７１ ０．１ ― ０．０ ― ０．０ ０ ０．０ ― ０．０
９５０ ０．９ ５，３６６ ５．２ ２，６４０ ２．６ ５，８３１ ５．７ ― ０．０ ０ ０．０ ― ０．０
１，９２３ ０．９ １１，８８６ ５．４ ３６，２１２ １６．６ ２，７０８ １．２ ― ０．０ ０ ０．０ ― ０．０
３１１ ０．０ ５１，６０４ ５．５ ６６，３１２ ７．１１５８，６４６ １７．０ ― ０．０ ２，１２９ ０．２ ― ０．０

６１，８７１ ４．０１４９，３９７ ９．６１２３，６０７ ８．０１８４，８８５ １１．９ ― ０．０ ２７ ０．０ ― ０．０

１６０，３４１ ８．８ ８６，４３０ ４．７ １，３１５ ０．１４４２，０１１ ２４．２ １７，１３９ ０．９ ６，８８２ ０．４ １７４，１５８ ９．５
３９，９３０ ３．５ ８３，２９３ ７．３ １，２１９ ０．１１５５，７２７ １３．７ ２０，１６７ １．８ １，０００ ０．１ ２４６，９９２ ２１．８
２５，５３１ ０．５１０９，１６５ ２．３ ６，５３６ ０．１ ６４，５４２ １．３１５８，３９６ ３．３ ４，１９３ ０．１ ３，１６８．４１１ ６５．６

（２，０２８，０４６）
２０，５７１ ０．８ ５７，３２３ ２．２ ９，６００ ０．４１０１，１２７ ３．９１０８，３７８ ４．２ １１，３５０ ０．４ ９６２，２０９ ３７．３
３２，０６７ １．３ ５１，２１０ ２．１ ３５，７２４ １．５ ６７，３０２ ２．７１０８，１４６ ４．４ ３０，５５２ １．２ １，０９２，７１３ ４４．６

８２，６１２ ２．４ ７１，４１３ ２．１ ７４，２５２ ２．２ ９３，５３４ ２．８１００，４７９ ３．０ １，７０３ ０．１ １，２２９，２４１ ３６．２
５５，８６１ ０．８ ５７，５４６ ０．８１２７，０２２ １．８ ８５，０８８ １．２ ８５，４１４ １．２ ３，２２２ ０．０ ４，３３４，３１３ ６０．０

（２，７１９，７７１）
１９，５４１ ０．４１３１，１８６ ２．５ ３８，７７７ ０．７ １９，７３６ ０．４１１０，０７８ ２．１ ３，２５５ ０．１ ２，０３４，６２１ ３８．２

（５１５，４１２）
７，３２１ ０．２１１２，６６５ ２．５ ２９，４０３ ０．７ １３，７００ ０．３ ３４，５６７ ０．８ １１，１０７ ０．２ １，２５２，７８０ ２７．７
３３，７１１ ０．４ ４９，７８１ ０．６ １２，９７１ ０．２ １９，４０６ ０．３ ５４，０４６ ０．７ ８，８３２ ０．１ ２，６０７，１４２ ３３．９

資・技術合作許可弁法」の施行，および９７年の「両岸人民関係条例」の修正を受けて，事
可分。９３・９７�９８年の各国の投資額シェアは，この事後的認可額を含めて算出したシェア。

大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月版より作成。
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した。

以上の検討からわかるように，台湾の対外投資は，１９９０年代以降，大量

に中国に向かっている。台湾政府は戦後長らく，政治的に対立関係にある中

国への投資を禁止していたが，水面下での対中投資はすでに８０年代末から

拡大していた。政府が９０年に「大陸間接投資管理辧法」を定め，第三国経

由を条件に，一部の産業の対中投資を容認する方針に転じると，対中投資は

堰を切ったように増加を始めた。９２年の�小平の「南巡講話」を契機とす

る中国沿岸部の開発ブームが，これをさらに加速した。

この事態を問題視した台湾政府は，１９９３年に「南向政策」を打ち出して

企業の対東南アジア投資を奨励するようになった。また，９６年の台湾初の

総統直接選挙の実施前後に，中国との関係が悪化すると，政府は「戒急容忍」

（急ぐことを戒め忍耐強く）政策をとり，大型投資やインフラ向け・ハイテク

産業向け投資に対し，ブレーキをかけるようになった。しかし，台湾と中国

は，言語・文化面での共通性がきわめて高い上，中国の賃金水準は低い。台

湾の対外投資が，低コストの生産拠点を求めて始まった以上，豊富で勤勉な

若年労働力が期待できる中国に大量の投資が向かうようになったのは，必然

的な流れであった。現在，中国で操業する台湾系企業は４万社を超すと言わ

れている。

このような対外投資の流れの変化は，いかなる産業分野の投資の拡大によ

ってもたらされたのであろうか。次に，産業別の視点を導入することにより，

台湾の対外投資の展開過程にさらに踏み込んで検討を加えよう。

３．投資国別・産業別にみた投資の展開過程

表２（１）は，国別・産業別の投資金額のデータを，四つの時期区分に即し

て整理したものである。また表２（２）は，このうちアジアの部分について，

主要な投資先ごとに掲げたものである。時期区分については，対中投資の性

格の変化，および１９９７年に発生した「通貨・金融危機」が台湾の対アジア
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投資に与えた影響を考察する目的から，�１データ入手に制約のある９０年以

前を一つの時期にまとめた上で，９０年代を，�２対中投資が本格化した９１～

９３年，�３「危機」直前の時期である９４～９７年，�４「危機」後の時期である９８

～２０００年，に区分した。また表２（１）の最右欄には，それぞれの時期の対外

投資に占める当該産業の構成比を掲げた。

表２（１）（２）に掲げたデータから，時期を追って投資構造の変化をみよう。

まず，�１の１９５９～９０年の期間には，全投資額の４２．１％が米国向けであった。

表２（１）最右欄からこの時期の対外投資の産業構成をみると，全体の６３．１％

が製造業向けであり，内訳では電子・電気製品製造業が２３．３％，化学製品

製造業が１８．６％を占めていた。この上位２産業が共に米国を最大の投資先

としたことを反映して，製造業投資額の合計に占める米国向けの比率は４６．０％

と，一国でアジア小計の４９．５％に迫る高さであった。また，非製造業で最

大の投資部門であった金融保険業では，欧州向けが４１．８％を占めた。前述

したように，この時期の特徴は，先進国向けの投資が相対的に多かった点に

ある。

�２の１９９１～９３年の時期には，全投資額に占める米国向けの比率が１３．１％

に激減した一方，アジア向けのシェアは前の時期の３５．０％から７１．２％にま

で増加した。これは，前述したように，投資の主な目的が低コストの生産拠

点の確保にシフトしたことを反映したものである。この時期，全投資額に占

める製造業の比率は７０．５％であった。その内訳をみると，第１位が電子・

電気製品製造業（１２．３％），「その他製造業」を除く第２位が基本金属・金属

製品製造業（９．０％），第３位が機械製造業（８．８％）である。これら３産業は，

共通して中国向け投資の比率が高い。これを反映して，表２（２）にみるよう

に，この時期の製造業の対外投資額に占める比率は，中国が６１．０％，マレ

ーシアが１１．８％，タイが４．７％であり，アジア向けの比率は合わせて８６．２％

に達した。この時期の特徴は，製造業の比率の増加と，同産業におけるアジ

アのプレゼンスの急上昇にある。

�３の１９９４～９７年の時期には，全投資額の６１．６％を製造業が占め，うち
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表２（１） 対外投資の産業

地 域

産 業 時 期

アジア小計 米国地区 米 国
金 額 シェア 金 額 シェア 金 額

農林業・漁業・牧畜業・鉱業

１９５９�９０ ６，６７６ ５８．９ １，３７８ １２．２ ０
１９９１�９３ ４４，４８３ １００．０ ０ ０．０ ０
１９９４�９７ １１８，６７５ ７６．４ ８，５８１ ５．５ ３９２
１９９８�２０００ ４２，５１５ ８９．５ １，０９１ ２．３ １００

製 造 業 小 計

１９５９�９０ ９６０，９３１ ４９．５ ９４３，２２１ ４８．６ ８９３，１４５
１９９１�９３ ４，７３７，２６１ ８６．２ ４９２，４７８ ９．０ ４５１，８０６
１９９４�９７ ８，４０４，４３７ ８７．１ １，０４５，９６２ １０．８ ５９８，１６８
１９９８�２０００ ６，６５１，７１５ ７９．５ １，５６７，９８０ １８．７ １，０５６，４７９

食品・飲料製造業

１９５９�９０ １９，６８８ １０．９ １６０，３８０ ８８．９ １６０，２４０
１９９１�９３ ４２２，４８４ １００．０ ０ ０．０ ０
１９９４�９７ ８３３，９６４ ９２．９ ３８，１２０ ４．２ １，３３０
１９９８�２０００ ２３１，０８７ ９９．５ １，２４９ ０．５ ０

紡織業・アパレル・服飾品製
造業

１９５９�９０ ９８，３２１ ８９．７ ３，２３７ ３．０ ８００
１９９１�９３ ５３４，８５１ ９３．５ ７，４６９ １．３ ７００
１９９４�９７ ７９７，９２３ ８７．７ ５７，５９８ ６．３ １１，４００
１９９８�２０００ ３１９，０５３ ６８．４ １１９，８９９ ２５．７ ３４，６６０

ゴム・プラスチック製品製造
業

１９５９�９０ ２９，４７６ ３７．６ ４７，４６６ ６０．６ ４４，５５１
１９９１�９３ ６７４，２６６ ９８．２ １０，４９０ １．５ ４，９００
１９９４�９７ ８０８，３５５ ９２．３ ６６，３４１ ７．６ ３，４４１
１９９８�２０００ ４５２，１０６ ９５．２ １９，７５５ ４．２ １，４１０

化学製品製造業

１９５９�９０ １９５，７９２ ３４．２ ３７７，２１０ ６５．８ ３７７，０１０
１９９１�９３ ３３４，２２０ ５１．２ ３１６，０１７ ４８．４ ２８８，２５９
１９９４�９７ ５７６，５２９ ８５．６ ９７，２５５ １４．４ ８０，０５５
１９９８�２０００ ４９６，７８８ ７７．８ １３３，７８５ ２０．９ １１６，３９０

基本金属・金属製品製造業

１９５９�９０ ４０，７００ ６４．６ ９，５７２ １５．２ ９，４１０
１９９１�９３ ６９１，５５６ ９９．０ ５，８３２ ０．８ ５，８３２
１９９４�９７ ８８６，０８８ ９０．８ １５，９０９ １．６ ７，４７０
１９９８�２０００ ４６３，６０１ ８４．５ ８２，９９５ １５．１ １５，８１２

機 械 製 造 業

１９５９�９０ １１，５２１ ８０．７ ２，６９０ １８．８ ２，６９０
１９９１�９３ ５０６，９１２ ７４．１ ４，１５７ ０．６ ４，１３６
１９９４�９７ １，１５１，０５４ ９３．１ ８２，４１１ ６．７ ２１，５４２
１９９８�２０００ ５７０，３４２ ７３．３ １９８，０２８ ２５．４ １１７，８１８

電子・電気製品製造業

１９５９�９０ ３７２，３４２ ５１．９ ３３０，７６９ ４６．１ ２８９，４７３
１９９１�９３ ７７０，９６９ ８０．４ １３１，０２９ １３．７ １３０，４９５
１９９４�９７ ２，０８８，３３９ ７５．０ ６５８，２１０ ２３．６ ４５５，０２３
１９９８�２０００ ３，６５５，６５６ ７８．５ ９０５，７２８ １９．５ ６６４，６８８

そ の 他 製 造 業

１９５９�９０ １９３，０９１ ９４．１ １１，８９７ ５．８ ８，９７１
１９９１�９３ ８０２，００３ ９７．６ １７，４８４ ２．１ １７，４８４
１９９４�９７ １，２６２，１８５ ９７．６ ３０，１１８ ２．３ １７，９０７
１９９８�２０００ ４６３，０８２ ８１．３ １０６，５４１ １８．７ １０５，７０１

貿易業・運輸業・倉庫業

１９５９�９０ ４０，８０７ ３０．２ ６２，４４１ ４６．２ ６２，１４５
１９９１�９３ ２８６，１７９ ５３．６ １３３，９５２ ２５．１ ８６，１９４
１９９４�９７ ８９４，３８５ ４２．５ １，１３１，７３２ ５３．８ ２７９，６３６
１９９８�２０００ ４４０，７７９ ２７．４ １，０５５，３１５ ６５．６ ２２９，２８３

金 融 保 険 業

１９５９�９０ ２５，７８３ ３．７ ３７６，１８２ ５４．４ １７３，６１１
１９９１�９３ １８８，８４３ １６．２ ５６９，６５２ ４９．０ ３８５，５１７
１９９４�９７ ３２７，２０７ １０．９ ２，６３７，６７７ ８７．６ ２２７，３４５
１９９８�２０００ ５１８，６１８ ８．３ ５，５０８，７８８ ８７．９ ２４４，７５７

その他サービス業

１９５９�９０ ４３，４８９ １４．６ ２０６，４７９ ６９．５ １６５，０７０
１９９１�９３ ２９５，８８６ ５３．３ １１４，９３６ ２０．７ ９６，３６７
１９９４�９７ ３８１，４４６ ５１．９ ３１０，２４７ ４２．２ １０５，３０１
１９９８�２０００ ５０９，１７８ ４０．７ ７１７，５７８ ５７．３ ３７４，７６６

合 計

１９５９�９０ １，０７７，６８６ ３５．０ １，５８９，７０１ ５１．７ １，２９３，９７１
１９９１�９３ ５，５５２，６５２ ７１．２ １，３１１，０１８ １６．８ １，０１９，８８４
１９９４�９７ １０，１２６，１５０ ６４．７ ５，１３４，１９９ ３２．８ １，２１０，８４２
１９９８�２０００ ８，１６２，８０５ ４６．５ ８，８５０，７５２ ５０．５ １，９０５，３８５

（注）下記の出所資料では，年により，投資先の地域区分および統計数字が修正・変更さ
（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國 華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・

８４★



別構成（認可額，対世界） （単位：１，０００米ドル，％）

欧 州 その他 合 計 当該産業への投資が
全体に占める比率

シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア ％
０．０ ０ ０．０ ３，２８１ ２８．９ １１，３３５ １００．０ ０．４
０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ４４，４８３ １００．０ ０．６
０．３ ０ ０．０ ２８，１６６ １８．１ １５５，４２２ １００．０ １．０
０．２ ０ ０．０ ３，８８１ ８．２ ４７，４８７ １００．０ ０．３
４６．０ １８，７４１ １．０ １８，９３８ １．０ １，９４１，８３１ １００．０ ６３．１
８．２ ２６２，１８８ ４．８ ５，０８４ ０．１ ５，４９７，０１１ １００．０ ７０．５
６．２ ８６，７４９ ０．９ １０９，７３０ １．１ ９，６４６，８７８ １００．０ ６１．６
１２．６ ６８，４７１ ０．８ ７６，１９１ ０．９ ８，３６４，３５７ １００．０ ４７．７
８８．８ ０ ０．０ ３９３ ０．２ １８０，４６１ １００．０ ５．９
０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ４２２，４８４ １００．０ ５．４
０．１ ０ ０．０ ２５，８０５ ２．９ ８９７，８８９ １００．０ ５．７
０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ２３２，３３６ １００．０ １．３
０．７ ４，８００ ４．４ ３，２２０ ２．９ １０９，５７８ １００．０ ３．６
０．１ ３０，０００ ５．２ ０ ０．０ ５７２，３２０ １００．０ ７．３
１．３ ５０，０００ ５．５ ４，０００ ０．４ ９０９，５２１ １００．０ ５．８
７．４ １，５００ ０．３ ２６，３３８ ５．６ ４６６，７９０ １００．０ ２．７
５６．９ ９７ ０．１ １，３１３ １．７ ７８，３５２ １００．０ ２．５
０．７ ７３１ ０．１ ８３０ ０．１ ６８６，３１７ １００．０ ８．８
０．４ ３２３ ０．０ ５００ ０．１ ８７５，５１９ １００．０ ５．６
０．３ ３，０９４ ０．７ ０ ０．０ ４７４，９５５ １００．０ ２．７
６５．８ １９９ ０．０ ０ ０．０ ５７３，２０１ １００．０ １８．６
４４．２ ２，３４０ ０．４ ０ ０．０ ６５２，５７７ １００．０ ８．４
１１．９ ０ ０．０ ０ ０．０ ６７３，７８４ １００．０ ４．３
１８．２ ０ ０．０ ８，１６６ １．３ ６３８，７３９ １００．０ ３．６
１４．９ ０ ０．０ １２，７２０ ２０．２ ６２，９９２ １００．０ ２．０
０．８ ４６２ ０．１ ４１５ ０．１ ６９８，２６５ １００．０ ９．０
０．８ ７５３ ０．１ ７２，７２７ ７．５ ９７５，４７７ １００．０ ６．２
２．９ ２，１７５ ０．４ ０ ０．０ ５４８，７７１ １００．０ ３．１
１８．８ ６０ ０．４ ０ ０．０ １４，２７１ １００．０ ０．５
０．６ １７１，６０１ ２５．１ １，１１９ ０．２ ６８３，７８９ １００．０ ８．８
１．７ ２，０４１ ０．２ ３４０ ０．０ １，２３５，８４６ １００．０ ７．９
１５．１ ５，０１８ ０．６ ４，８１４ ０．６ ７７８，２０２ １００．０ ４．４
４０．３ １３，５８５ １．９ １，０００ ０．１ ７１７，６９６ １００．０ ２３．３
１３．６ ５７，０５４ ５．９ １４６ ０．０ ９５９，１９８ １００．０ １２．３
１６．３ ３３，６３２ １．２ ５，４３２ ０．２ ２，７８５，６１３ １００．０ １７．８
１４．３ ５６，６８４ １．２ ３６，８７３ ０．８ ４，６５４，９４１ １００．０ ２６．５
４．４ ０ ０．０ ２９２ ０．１ ２０５，２８０ １００．０ ６．７
２．１ ０ ０．０ ２，５７４ ０．３ ８２２，０６１ １００．０ １０．５
１．４ ０ ０．０ ９２６ ０．１ １，２９３，２２９ １００．０ ８．３
１８．６ ０ ０．０ ０ ０．０ ５６９，６２３ １００．０ ３．２
４６．０ ２１，７８９ １６．１ １０，１２３ ７．５ １３５，１６０ １００．０ ４．４
１６．２ １０１，５０９ １９．０ １１，８９４ ２．２ ５３３，５３４ １００．０ ６．８
１３．３ ４３，８２３ ２．１ ３３，０９３ １．６ ２，１０３，０３３ １００．０ １３．４
１４．２ ６６，６６２ ４．１ ４６，３６４ ２．９ １，６０９，１２０ １００．０ ９．２
２５．１ ２８９，２０５ ４１．８ ０ ０．０ ６９１，１７０ １００．０ ２２．５
３３．１ ３９１，６３１ ３３．７ １３，２０１ １．１ １，１６３，３２７ １００．０ １４．９
７．５ １７，４９２ ０．６ ２９，１９１ １．０ ３，０１１，５６７ １００．０ １９．２
３．９ １３，６３５ ０．２ ２２２，９４１ ３．６ ６，２６３，９８２ １００．０ ３５．７
５５．６ ４１，１５５ １３．９ ５，８９５ ２．０ ２９７，０１８ １００．０ ９．７
１７．３ １４３，６２４ ２５．９ ９８４ ０．２ ５５５，４３０ １００．０ ７．１
１４．３ ４，３９６ ０．６ ３８，３５９ ５．２ ７３４，４４８ １００．０ ４．７
２９．９ ８，２６７ ０．７ １６，９５１ １．４ １，２５１，９７４ １００．０ ７．１
４２．１ ３７０，８９０ １２．１ ３８，２３５ １．２ ３，０７６，５１２ １００．０ １００．０
１３．１ ８９８，９５２ １１．５ ３１，１６３ ０．４ ７，７９３，７８５ １００．０ １００．０
７．７ １５２，４６０ １．０ ２３８，５３９ １．５ １５，６５１，３４８ １００．０ １００．０
１０．９ １５７，０３５ ０．９ ３６６，３２８ ２．１ １７，５３６，９２０ １００．０ １００．０

れている。本表は，原則的に各年１２月号掲載の統計に即して作成した。
對大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月版より作成。
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表２（２） 対外投資の産業

地 域

産 業 時 期

香 港 シンガポール フィリピン インドネ

金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額

農林業・漁業・牧畜業・鉱業

１９５９�９０ ０ ０．０ ０ ０．０ ４００ ３．５ ５，２１３
１９９１�９３ ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ９，５５０
１９９４�９７ ０ ０．０ ０ ０．０ ３，４４５ ２．２ ８，０３５
１９９８�２０００ ０ ０．０ ０ ０．０ １，５５０ ３．３ １，５２４

製 造 業 小 計

１９５９�９０ １２，３５１ ０．６ ５８，０８０ ３．０ ２３５，５７６ １２．１ ８６，９３５
１９９１�９３ ３０，７４０ ０．６ １３，８２７ ０．３ ７，６７２ ０．１ ２０９，２３９
１９９４�９７ ５１，９４５ ０．５ ９７，４００ １．０ ２２７，１５１ ２．４ １６４，４００
１９９８�２０００ ５９，９３１ ０．７ ３１０，０８９ ３．７ ６７，１５９ ０．８ ２７，２７６

食品・飲料製造業

１９５９�９０ ２５０ ０．１ ５１ ０．０ ２５０ ０．１ ２，７６１
１９９１�９３ ３００ ０．１ ０ ０．０ ４０ ０．０ ２２０
１９９４�９７ ０ ０．０ ０ ０．０ ２０，４２５ ２．３ ８，１１７
１９９８�２０００ ２００ ０．１ ０ ０．０ ３，０００ １．３ ３１５

紡織業・アパレル・服飾品製
造業

１９５９�９０ ６０ ０．１ ４，２２４ ３．９ １８，０６３ １６．５ ４０，０１４
１９９１�９３ ０ ０．０ ５，６１８ １．０ ４，６４２ ０．８ ２２，２９９
１９９４�９７ １６，５０２ １．８ １０，９８２ １．２ ２３，１７６ ２．５ ２０，１１３
１９９８�２０００ ０ ０．０ ３，６００ ０．８ １１，１５０ ２．４ ９，９８２

ゴム・プラスチック製品製造
業

１９５９�９０ ８０ ０．１ ２，３８４ ３．０ ６９ ０．１ ３，４９５
１９９１�９３ １１７ ０．０ ６，８３９ １．０ １００ ０．０ ３３，８０８
１９９４�９７ ２，１９７ ０．３ ３，２３６ ０．４ ２，５００ ０．３ ７，３６３
１９９８�２０００ ７３６ ０．２ ２，６６４ ０．６ ０ ０．０ ３，９０６

化学製品製造業

１９５９�９０ ０ ０．０ １，１０４ ０．２ １１０，０２４ １９．２ ３，６００
１９９１�９３ ０ ０．０ １５５ ０．０ １３８ ０．０ １０，２１６
１９９４�９７ ９，１３８ １．４ ０ ０．０ ０ ０．０ １６，２２９
１９９８�２０００ ３，５７８ ０．６ ２９９ ０．０ １５５ ０．０ ４，１２０

基本金属・金属製品製造業

１９５９�９０ ２７５ ０．４ ８５３ １．４ ６，１７０ ９．８ １，４００
１９９１�９３ １１ ０．０ １５４ ０．０ １，００５ ０．１ ９，２７０
１９９４�９７ ８５４ ０．１ ２，０７８ ０．２ ４，０９８ ０．４ １９，９８２
１９９８�２０００ ０ ０．０ １，７８５ ０．３ ０ ０．０ ６，３２１

機 械 製 造 業

１９５９�９０ ２，２５０ １５．８ １０５ ０．７ ０ ０．０ ０
１９９１�９３ １，２５８ ０．２ ０ ０．０ ０ ０．０ ７０８
１９９４�９７ ２，４５７ ０．２ ５６１ ０．０ １，４５５ ０．１ ２９，６２４
１９９８�２０００ ４，４１７ ０．６ ２１６ ０．０ ０ ０．０ １，２９４

電子・電気製品製造業

１９５９�９０ ２，８２０ ０．４ ４６，０１６ ６．４ ６，２９３ ０．９ １，５００
１９９１�９３ ２０，０２９ ２．１ １，０６１ ０．１ １，７４７ ０．２ ２５，８３１
１９９４�９７ １７，０４０ ０．６ ７７，８４９ ２．８ １２８，３８１ ４．６ ４８，５７２
１９９８�２０００ ４９，７４０ １．１ ３０１，４６４ ６．５ ５０，３１７ １．１ ０

そ の 他 製 造 業

１９５９�９０ ６，６１６ ３．２ ３，３４３ １．６ ９４，７０７ ４６．１ ３４，１６５
１９９１�９３ ９，０２５ １．１ ０ ０．０ ０ ０．０ １０６，８８７
１９９４�９７ ３，７５７ ０．３ ２，６９４ ０．２ ４７，１１６ ３．６ １４，４００
１９９８�２０００ １，２６０ ０．２ ６１ ０．０ ２，５３７ ０．４ １，３３８

貿易業・運輸業・倉庫業

１９５９�９０ ２４，４９１ １８．１ ２，１２２ １．６ １，９０８ １．４ ０
１９９１�９３ １６２，６４０ ３０．５ １９，６４８ ３．７ １５４ ０．０ ５，２４３
１９９４�９７ ２６３，０９２ １２．５ ２５４，０５２ １２．１ ９２５ ０．０ ４，０６７
１９９８�２０００ ７１，９９４ ４．５ １０８，１２６ ６．７ １，９８８ ０．１ ２４，５４３

金 融 保 険 業

１９５９�９０ １５，３２２ ２．２ ７，５００ １．１ ６８５ ０．１ ０
１９９１�９３ ７０，６８２ ６．１ ５６，１５６ ４．８ １，０６１ ０．１ ０
１９９４�９７ ６８，０７８ ２．３ １７２，９１８ ５．７ １５，０１３ ０．５ １３，６３４
１９９８�２０００ ６３，９１１ １．０ ２０１，２４８ ３．２ ８，２００ ０．１ １，６２８

その他サービス業

１９５９�９０ ９，０２５ ３．０ ２，５９６ ０．９ ３８６ ０．１ ４６２
１９９１�９３ １５１，９３３ ２７．４ １，１７２ ０．２ １８３ ０．０ １，７７０
１９９４�９７ ４５，２４４ ６．２ ３，２９９ ０．４ ６４ ０．０ ９７５
１９９８�２０００ ２０，６３７ １．６ ８２，７６８ ６．６ ２，２５４ ０．２ ５，６０２

合 計

１９５９�９０ ６１，１８９ ２．０ ７０，２９８ ２．３ ２３８，９５５ ７．８ ９２，６１０
１９９１�９３ ４１５，９９５ ５．３ ９０，８０３ １．２ ９，０７０ ０．１ ２２５，８０２
１９９４�９７ ４２８，３５９ ２．７ ５２７，６６９ ３．４ ２４６，５９８ １．６ １９１，１１１
１９９８�２０００ ２１６，４７３ １．２ ７０２，２３１ ４．０ ８１，１５１ ０．５ ６０，５７３

（注）下記の出所資料では，年により，投資先の地域区分および統計数字が修正・変更さ
（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國 華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・

８６★



別構成（認可額，アジア向け） （単位：１，０００米ドル，％）

シア タイ マレーシア 中 国 その他アジア アジア小計

シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア

４６．０ ７５０ ６．６ １３ ０．１ ０ ０．０ ３００ ２．６ ６，６７６ ５８．９
２１．５ ０ ０．０ ０ ０．０ ３３，９８８ ７６．４ ９４５ ２．１ ４４，４８３ １００．０
５．２ ０ ０．０ ０ ０．０ ８７，１２７ ５６．１ ２０，０６８ １６．９ １１８，６７５ ７６．４
３．２ ０ ０．０ ７９４ １．７ ３６，９９５ ７７．９ １，６５２ ３．９ ４２，５１５ ８９．５
４．５ ２０７，２７９ １０．７ ３４６，１０８ １７．８ ０ ０．０ １４，６０２ ０．８ ９６０，９３１ ４９．５
３．８ ２６０，５７２ ４．７ ６４７，５２２ １１．８ ３，３５１，３０１ ６１．０ ２１６，３８８ ４．６ ４，７３７，２６１ ８６．２
１．７ ２２９，８６２ ２．４ ２９８，３６９ ３．１ ６，８９６，６２８ ７１．５ ４３８，６８２ ５．２ ８，４０４，４３７ ８７．１
０．３ １８２，７３８ ２．２ ４０，３５７ ０．５ ５，３８１，０３３ ６４．３ ５８３，１３２ ８．８ ６，６５１，７１５ ７９．５
１．５ １２，７０４ ７．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ３，６７２ ２．０ １９，６８８ １０．９
０．１ ２５，４０４ ６．０ ０ ０．０ ３９０，２７８ ９２．４ ６，２４２ １．５ ４２２，４８４ １００．０
０．９ ３０，７１０ ３．４ ４０４ ０．０ ７１８，０６８ ８０．０ ５６，２４０ ６．７ ８３３，９６４ ９２．９
０．１ ７，０１４ ３．０ ０ ０．０ １７１，５４８ ７３．８ ４９，０１０ ２１．２ ２３１，０８７ ９９．５
３６．５ ３，２２８ ２．９ ３０，１４９ ２７．５ ０ ０．０ ２，５８３ ２．４ ９８，３２１ ８９．７
３．９ ３４，３９４ ６．０ ９０，０００ １５．７ ３３９，４９０ ５９．３ ３８，４０８ ７．２ ５３４，８５１ ９３．５
２．２ ７３３ ０．１ ６５，３６８ ７．２ ５３３，６６５ ５８．７ １２７，３８４ １６．０ ７９７，９２３ ８７．７
２．１ １，４９７ ０．３ ６５７ ０．１ ２３８，７２１ ５１．１ ５３，４４６ １６．８ ３１９，０５３ ６８．４
４．５ １３，１６３ １６．８ ９，４８２ １２．１ ０ ０．０ ８０３ １．０ ２９，４７６ ３７．６
４．９ １６，６０５ ２．４ ５，３５５ ０．８ ６０８，９９２ ８８．７ ２，４５０ ０．４ ６７４，２６６ ９８．２
０．８ ６，０３５ ０．７ １，５０５ ０．２ ７７３，４２７ ８８．３ １２，０９２ １．５ ８０８，３５５ ９２．３
０．８ ２７８ ０．１ ２，６０６ ０．５ ４４０，０８１ ９２．７ １，８３５ ０．４ ４５２，１０６ ９５．２
０．６ ４，３５９ ０．８ ７６，７０５ １３．４ ０ ０．０ ０ ０．０ １９５，７９２ ３４．２
１．６ ７８，７９８ １２．１ ２６，４９２ ４．１ ２０３，７８４ ３１．２ １４，６３７ ４．４ ３３４，２２０ ５１．２
２．４ ２１，６１０ ３．２ ２，５６６ ０．４ ５１３，９３０ ７６．３ １３，０５６ ２．３ ５７６，５２９ ８５．６
０．６ ２８，１５４ ４．４ １０，７７２ １．７ ４００，６０８ ６２．７ ４９，１０２ ９．９ ４９６，７８８ ７７．８
２．２ １４，２３６ ２２．６ １７，３５８ ２７．６ ０ ０．０ ４０８ ０．６ ４０，７００ ６４．６
１．３ ９，７１６ １．４ ３７６，３５１ ５３．９ ２８３，３５２ ４０．６ １１，６９７ １．７ ６９１，５５６ ９９．０
２．０ ３９，２７２ ４．０ ８１，３８６ ８．３ ７３１，２２３ ７５．０ ７，１９５ ０．８ ８８６，０８８ ９０．８
１．２ ４，２０９ ０．８ ３，３６５ ０．６ ４１５，１９７ ７５．７ ３２，７２４ ７．１ ４６３，６０１ ８４．５
０．０ １５８ １．１ ８，５５８ ６０．０ ０ ０．０ ４５０ ３．２ １１，５２１ ８０．７
０．１ ２，３８５ ０．３ ５，０５５ ０．７ ４８９，９７０ ７１．７ ７，５３６ １．５ ５０６，９１２ ７４．１
２．４ ２，１３４ ０．２ ３，４７４ ０．３ １，０７０，５０３ ８６．６ ４０，８４６ ３．５ １，１５１，０５４ ９３．１
０．２ １０，４３１ １．３ ６０５ ０．１ ５１５，９５４ ６６．３ ３７，４２５ ６．６ ５７０，３４２ ７３．３
０．２ １４３，５０６ ２０．０ １６８，５７４ ２３．５ ０ ０．０ ３，６３３ ０．５ ３７２，３４２ ５１．９
２．７ ７４，９３４ ７．８ １２８，２２４ １３．４ ５１４，４１３ ５３．６ ４，７３０ ０．６ ７７０，９６９ ８０．４
１．７ １１４，４５３ ４．１ １２９，０７４ ４．６ １，５２３，７１３ ５４．７ ４９，２５７ ２．４ ２，０８８，３３９ ７５．０
０．０ １３０，９０２ ２．８ ２０，３１９ ０．４ ２，７６１，５０１ ５９．３ ３４１，４１３ ９．３ ３，６５５，６５６ ７８．５
１６．６ １５，９２５ ７．８ ３５，２８２ １７．２ ０ ０．０ ３，０５３ １．５ １９３，０９１ ９４．１
１３．０ １８，３３６ ２．２ １６，０４５ ２．０ ５２１，０２２ ６３．４ １３０，６８８ １６．３ ８０２，００３ ９７．６
１．１ １４，９１５ １．２ １４，５９２ １．１ １，０３２，０９９ ７９．８ １３２，６１２ １０．５ １，２６２，１８５ ９７．６
０．２ ２５３ ０．０ ２，０３３ ０．４ ４３７，４２３ ７６．８ １８，１７７ ３．９ ４６３，０８２ ８１．３
０．０ ６，３４１ ４．７ ２，１８０ １．６ ０ ０．０ ３，７６５ ２．８ ４０，８０７ ３０．２
１．０ ５，８２１ １．１ ５，９３９ １．１ ７９，２２８ １４．８ ７，５０６ ２．６ ２８６，１７９ ５３．６
０．２ ８７６ ０．０ ２１，８５６ １．０ ３０６，９４８ １４．６ ４２，５６９ ４．８ ８９４，３８５ ４２．５
１．５ ２６，１３０ １．６ １，０１７ ０．１ １９２，２４０ １１．９ １４，７４１ ３．３ ４４０，７７９ ２７．４
０．０ ３８２ ０．１ １，８９４ ０．３ ０ ０．０ ０ ０．０ ２５，７８３ ３．７
０．０ １，１７４ ０．１ １，９１３ ０．２ ２，４４３ ０．２ ５５，４１４ ２９．３ １８８，８４３ １６．２
０．５ ０ ０．０ ２５，９１０ ０．９ ２１，７０１ ０．７ ９，９５３ ３．０ ３２７，２０７ １０．９
０．０ ７６，６４７ １．２ ９，０５０ ０．１ １９，８９５ ０．３ １３８，０３９ ２６．６ ５１８，６１８ ８．３
０．２ １８，７８６ ６．３ ９，１７４ ３．１ ０ ０．０ ３，０６０ １．０ ４３，４８９ １４．６
０．３ １１，３２１ ２．０ ６，９０６ １．２ １２２，６０１ ２２．１ ０ ０．０ ２９５，８８６ ５３．３
０．１ ６，７５４ ０．９ ９１６ ０．１ ３０６，０７２ ４１．７ １８，１２２ ４．８ ３８１，４４６ ５１．９
０．４ ８，１１７ ０．６ １，６２４ ０．１ ２６４，３８０ ２１．１ １２３，７９６ ２４．３ ５０９，１７８ ４０．７
３．０ ２３３，５３７ ７．６ ３５９，３６９ １１．７ ０ ０．０ ２１，７２８ ０．７ １，０７７，６８６ ３５．０
２．９ ２７８，８８８ ３．６ ６６２，２８０ ８．５ ３，５８９，５６１ ４６．１ ２８０，２５３ ５．０ ５，５５２，６５２ ７１．２
１．２ ２３７，４９２ １．５ ３４７，０５１ ２．２ ７，６１８，４７６ ４８．７ ５２９，３９４ ５．２ １０，１２６，１５０ ６４．７
０．３ ２９３，６３２ １．７ ５２，８４２ ０．３ ５，８９４，５４３ ３３．６ ８６１，３６０ １０．６ ８，１６２，８０５ ４６．５

れている。本表は，原則的に各年１２月号掲載の統計に即して作成した。
對大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月版より作成。
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１７．８％が電子・電気製品製造業，７．９％が機械製造業であった。製造業投資

額計に占める対中投資の比率が７１．５％に達した一方，マレーシア・タイ等

への投資の比率は２～３％程度にまで低下した。�２期に進んだアジアへの投

資の集中は，�３期には中国への投資集中に転じた。

�４の１９９８～２０００年の時期には，製造業の全投資額に占める比率が４７．７％

に低下した一方，金融保険業のシェアは３５．７％に上昇した。その８４％が

「米国以外の米州」向けの投資である。「對外投資事業リスト」（經濟部投資審

議委員會）をみると，これらの投資の多くは，英領バージン諸島・同ケイマ

ン諸島等のタックスヘイブンでの持株会社・投資会社の設立を目的とするも

のであり，台湾を代表する大手の製造業企業も多数みられる。金融保険業の

投資に分類されるとはいえ，同地域向けの投資の実態は，投資拠点を，規制

が少なく税負担の軽い同地域に求めたものであるとみられる。これらの地域

への対外投資は，台湾へ環流しているほか（６），中国等にも大量に向かってい

る。近年，中国の直接投資受入額に占める英領バージン諸島等の比率が上昇

しているが，これは台湾・香港資本等の迂回投資の増加を反映したものと推

測される。

この時期にはまた，製造業の対外投資に占める電子・電気製品製造業のシ

ェアがいちだんと高まり，全投資額の２６．５％を占めるにいたった。この時

期の同産業の投資の５９．３％は中国向けであり，製造業の対外投資に占める

中国の比率は６４．３％に達した。一方，ASEAN４向けの投資はきわめて小

さなシェアにとどまり，最大のタイでも２．２％にすぎない。これは，対外投

資が中国に集中するようになったことを反映するとともに，１９９７年に発生

した「アジア通貨・金融危機」の影響を受けた結果であると考えられる。

Ⅱ 台湾企業の対外投資にみる東南アジア・中国間選択

前節の認可統計の検討からは，台湾の主要な対外投資先が，東南アジアか

８８★



ら中国へシフトしている様子が確認された。本節では，企業規模別の視点を

導入して，台湾企業の投資先の決定における東南アジア―中国間選択を考察

し，中国への投資集中が企業規模にかかわりなく生じている現象であるか否

かを検討するとともに，この現象の背景を考察する。

１．企業規模別・産業別区分と投資国の選択：現状

表３は，『中華民國臺灣地區 製造業對外投資實況調査報告 中華民國八

十八年調査』（經濟部統計處）から，従業員数でみた企業規模区分にそって，

�１現在の対外投資先（複数選択），�２そのうち最大の投資先（単数選択），お

よび�３再投資を行なう際の今後の予定最重点投資先をそれぞれ掲げたもので

ある。まず，�１と�２に注目して，規模の異なる企業による対外投資の現状を

みよう。

第１に，複数選択での投資先に関する回答（①），および最大の投資先に

関する回答（②）のいずれにおいても，中国へ投資を行なっている比率は，

小企業ほど高く大企業ほど低い。この背景には，中小企業ほど労働集約型産

業に従事する傾向が高いこと，中小企業ほど外国語能力に制約があるため，

言語上の障壁が低い中国への投資を選好する傾向があること，また中国では

広東省や上海～江蘇省一帯に台湾系企業の集積が成立しており，部品・中間

財製造に従事する中小企業にとっては，多数の顧客が集中する上に投資の立

上げコストが小さい中国の相対的な魅力が高くなっていること，等が指摘で

きる。ベトナムへの投資も，小企業の比率が中・大企業を上回っている。

第２に，複数選択の回答（①）でみると，マレーシア・タイ・フィリピン

への投資の比率は，企業規模と正比例している。シンガポールと香港につい

ても同様の傾向がみられる。しかし，マレーシア・タイへ投資している企業

のうち，当該地を「最大の投資先」とする比率（④＝「単数選択での比率」／

「複数選択での比率」）をみると，大企業に比べて小・中規模企業のほうがそ

の比率が高い。すなわち，大企業ほど，これら東南アジアの国々に投資先を
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表３（１） 企業規模

従業員数 中 国 米 国 マレーシア
①投資先（複数選択） ～９９人

１００～１９９人
２００人～

７４．２
６４．２
６３．６

９．７
２２．６
３３．７

６．２
７．８
９．１

②最重点投資先
（単数選択）

～９９人
１００～１９９人
２００人～

６８．７
５７．２
４９．５

７．０
１４．４
１９．４

３．９
５．３
４．３

③今後の最重点投資先 ～９９人
１００～１９９人
２００人～

４８．８
６０．７
５５．６

１１．８
１２．４
１３．０

４．１
２．３
０．５

④単数選択／複数選択
（②／①）

～９９人
１００～１９９人
２００人～

９２．６
８９．１
７７．８

７２．５
６３．７
５７．５

６２．６
６８．６
４７．８

（出所）『中華民國臺灣地區 製造業對外投資實況調査報告 中華民國八十八年調査』。

表３（２） 産業別

産 業
サンプル数（社） 米 国 香 港
① ② ① ② ① ②

食 品 製 造 業
タ バ コ 製 造 業
紡 織 業
アパレル・服飾品製造業
皮革・毛皮製品製造業
木竹製品製造業
家具・設備製造業
パルプ・紙及びその製品製造業
印刷及びその関連業
化学材料製造業
化学製品製造業
石油・石炭製造業
ゴム製品製造業
プラスチック製品製造業
非金属基本工業
金 属 基 本 工 業
金属製品製造業
機械設備製造業
電子・電気製品製造業
輸送機械製造業
精密機械製造業
そ の 他 工 業

５６
０
８５
３５
２０
２６
２７
２４
１３
４７
６１
３
３７
１３９
４３
４９
１０８
１０７
５２６
１０４
３７
３８

１３
０
２８
１２
３
４
６
８
３
２０
１８
０
８
３４
１０
８
２３
３１
１８７
３５
８
１６

３．５７
―

２．３５
５．７１
０．００
０．００
３．７０
４．１７
０．００
１２．７７
６．５６
０．００
０．００
６．４７
６．９８
８．１６
７．４１
１０．２８
２３．９５
８．６５
１８．９２
６．４１

０．００
―

７．１４
０．００
０．００
０．００
０．００
１２．５０
３３．３３
５．００
１１．１１
―

１２．５０
１１．７６
０．００
０．００
８．７０
９．６８
１８．７２
１１．４３
２５．００
６．２５

１．７９
―

１．１８
２．８６
０．００
３．８５
３．７０
０．００
０．００
６．３８
６．５６
０．００
０．００
２．８８
２．３３
４．０８
３．７０
５．６１
５．５１
２．８８
５．４１
３．８５

０．００
―

０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
５．００
５．５６
―

０．００
２．９４
０．００
０．００
４．３５
０．００
２．１４
０．００
０．００
０．００

（注）①現在の最大投資先，②今後，再投資をする場合の最重要投資先。
（出所）『中華民國臺灣地區 製造業對外投資實況調査報告 中華民國八十八年調査』。
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と投資先の選択 （％）

香 港 ベトナム タ イ インドネシア フィリピン シンガポール
５．９
１１．５
１３．８

６．７
５．４
５．８

４．９
５．４
８．３

５．２
３．３
６．２

２．４
２．９
５．３

１．３
２．５
７．１

２．９
５．８
５．１

４．８
２．５
３．１

３．０
２．９
３．１

３．５
２．５
２．２

１．７
２．１
３．１

０．８
２．１
１．６

０．６
３．４
１．９

１４．１
２．３
６．９

５．３
２．３
１．９

２．９
１．１
０．９

１．８
３．４
２．３

１．２
１．１
０．５

４９．３
５０．１
３６．７

７２．４
４５．７
５３．１

６１．８
５３．３
３７．１

６７．７
７４．９
３５．０

７０．８
７１．０
５８．１

６５．４
８２．４
２３．０

・投資先の選択 （単位：社，％）

中 国 マレーシア タ イ インドネシア フィリピン ベトナム
① ② ① ② ① ② ① ② ① ② ① ②
５８．９３
―

５８．８２
３７．１４
９０．００
４６．１５
４８．１５
６２．５０
８４．６２
５１．０６
６２．３０
６６．６７
７０．２７
７１．９４
５８．１４
５９．１８
５８．３３
７１．０３
５２．０９
６９．２３
６７．５７
８０．７７

５３．８５
―

２８．５７
８．３３
１００．００
５０．００
６６．６７
３７．５０
６６．６７
６５．００
７２．２２
―

８７．５０
４７．０６
８０．００
７５．００
５６．５２
４８．３９
５５．０８
５７．１４
２５．００
６８．７５

３．５７
―

２．３５
３．８６
０．００
２３．０８
１８．５２
４．１７
０．００
４．２６
３．２８
０．００
１０．８１
２．１６
２．３３
２．０４
８．３３
２．８０
４．１８
２．８８
２．７０
１．２８

７．６９
―

３．５７
０．００
０．００
０．００
１６．６７
１２．５０
０．００
０．００
０．００
―

０．００
８．８２
０．００
０．００
４．３５
０．００
１．０７
０．００
０．００
０．００

３．５７
―

２．３５
５．７１
０．００
０．００
０．００
８．３３
７．６９
４．２６
１．６４
０．００
８．１１
２．８８
２．３３
２．０４
６．４８
２．８０
２．２８
２．８８
０．００
３．８５

０．００
―

３．５７
８．３３
０．００
０．００
０．００
１２．５０
０．００
０．００
１１．１１
―

０．００
０．００
０．００
１２．５０
４．３５
１２．９０
１．６０
０．００
０．００
６．２５

３．５６
―

５．８８
２．８６
０．００
７．６９
７．４１
８．３３
７．６９
０．００
４．９２
０．００
０．００
２．８８
０．００
１０．２０
５．５６
２．８０
０．９５
３．８５
０．００
１．２８

０．００
―

３．５７
８．３３
０．００
０．００
６．６７
０．００
０．００
０．００
０．００
―

０．００
０．００
０．００
１２．５０
４．３５
６．４５
０．５３
０．００
０．００
０．００

３．５７
―

３．５３
８．５７
０．００
０．００
７．４１
４．１７
０．００
２．１３
１．６４
０．００
２．７０
０．００
９．３０
２．０４
４．６３
０．９３
２．０９
０．９６
０．００
０．００

７．６９
―

３．５７
０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
０．００
―

０．００
２．９４
１０．００
０．００
４．３５
３．２３
１．０７
０．００
３７．５０
０．００

８．９３
―

１２．９４
１４．２９
０．００
０．００
１１．１１
０．３３
０．００
４．２６
３．２８
０．００
２．７０
７．９１
４．６５
６．１２
１．８５
２．８０
１．１４
３．８５
０．００
１．２８

１５．３８
―

２８．５７
１６．６７
０．００
２５．００
０．００
１２．５０
０．００
１５．００
０．００
―

０．００
１７．６５
０．００
０．００
４．３５
１２．９０
３．７４
１７．１４
０．００
０．００
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有する比率は高いが，大企業の東南アジア工場は副次的・補完的な生産拠点

として位置づけられているため，大企業にとりこれらの工場の重要度はさほ

ど高くはない。一方，東南アジアに投資をする小企業の比率は低いが，複数

の対外投資を行なうことが困難な小企業の場合，すでに投資を行なった企業

では，これらの国々を最重要の投資先とする比率が高い。

次に，表３（２）から産業別に，現在の最大の投資先および再投資をする場

合の最重点投資先に関する回答をみよう。各欄の①（現在の最大投資先）を

みると，ほとんどの産業で，中国が圧倒的な比率を占めていることがわかる。

現在の台湾のリーディングセクターである電子産業でも，過半数の企業が中

国を最大の投資先とする（７）。

以上の検討を整理すると，現状では，�１小企業ほど，中国への投資比率が

高い。ただし，小企業では現有投資先が唯一の投資先となるケースが多いた

め，すでにマレーシアやタイに投資している小企業では，これらの国々を最

重点の投資先とするケースが多い。�２大企業は，中小企業に比べて中国への

投資集中度が低い。しかし，対中投資を実施した大企業の約８割は，中国を

最重要の投資先としており，東南アジア工場の位置づけは副次的なものにと

どまっている。�３ほとんどの産業で，現在の最大の投資先が中国である。

２．今後の展望

表３（１）③に戻って「今後，再投資を行なう際の最重点投資先」をみよう。

ここでも，目を引くのは中国の高さである。規模別にみると，これまで対中

投資の比重が相対的に低かった中・大企業が，中国を今後の最重要投資先と

して考えていることがわかる。

陳・顧［２０００］によれば，東南アジアと中国の双方に工場を有する大手の

輸出型企業は，中国を大量生産基地，東南アジアを多品種少量生産基地，台

湾を製品の試作・研究開発の基地と位置づけている（p．１７）。現状では，東

南アジア工場のほうが中国工場より高付加価値型の製品を生産している場合
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が少なくないが，これは技術水準の差によるというよりは，東南アジア工場

のほうが歴史が長いため，後から操業を開始した中国工場よりレベルの高い

製品を生産しているにすぎない。実際には東南アジアと中国の間で，現地工

場の技術水準には差がない，というのが陳・顧の見解である（８）。このような

現状の下で，東南アジア・中国の両地に拠点をもつ台湾企業の多くは，オー

ダーの増加には中国工場の設備拡大で対応する一方，東南アジアではせいぜ

い小規模の拡張をするにとどめている。

筆者が２０００年に台湾・台北，マレーシア・ペナンで訪問したパソコン産

業のメーカーの計画も，これと同様であった。また，台湾の主力産業であり，

対外投資規模でも最大のセクターである電子産業において，中国への再投資

を検討している企業の比率が５５．０８％と相対的に高い（表３（２））ことも，今

後の台湾の対アジア製造業投資が，さらにいっそう中国に集中するであろう

ことを示唆する。

一方，小企業でも，中国を再投資先に考える企業が圧倒的に多いが，中・

大企業と比較すると，その比率は，相対的に低い。電子産業では，取引先で

ある大企業の対中移転の加速を受けて，中小企業の間でもマレーシア・タイ

等の製造拠点を閉鎖して中国へ生産ラインを移管する動きが広がっているが，

他の産業では，対中投資への傾斜は中・大企業ほどに顕著ではない。表３（２）

の各欄②からわかるように，紡織業・アパレル製造業等の労働集約型産業，

機械設備製造業など，中小企業が多い産業で，再投資先として中国を考える

企業の比率が，概して低くなっている。代わって，これらの産業の将来の有

力な投資候補地としてあげられているのが，ベトナムである。勤勉で，中国

よりさらに低い賃金水準（９）を見込んで，対ベトナム向け投資は，軽工業分野

を中心に，今後増加することが予想される。すでに繊維・アパレルの分野で

は，ベトナムの EU向け衣類輸出クォータや，２００１年１２月に正式発効した

米越通商協定による対米輸出の増加を期待して，投資が行なわれている。

以上を総合して，今後の流れを展望すれば，大企業が将来も対中投資に積

極的であること，対外投資の主力セクターである電子産業で中国への投資集
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中が持続すると予想されることから，中国への投資集中は続くであろう。

３．中国への投資集中の背景

台湾企業が対外投資の拡大の主な舞台として選んだのは，東南アジアでは

なく中国だった（１０）。その背景として最初に指摘すべきは，前述のように，

両岸間には言語の壁が存在しないという点である。とりわけ，国際的な人材

に乏しい中小企業にとって，現地工場の幹部や労働者とのコミュニケーショ

ンに言語上の問題が生じない中国への投資メリットは大きい（１１）。

続いて，労賃に代表される製造コストの低さがあげられる。前出『中華民

國臺灣地區 製造業對外投資實況調査報告 中華民國八十八年調査』による

と，企業の対外投資の上位３要因は，�１低賃金で豊富な労働力の存在，�２市

場の将来性，�３台湾内での経営環境の悪化，である。中国の１人当たり GDP

はマレーシアの約２５％，タイの約４２％の８４０ドル（２０００年）にすぎない。

中国の賃金水準が ASEAN諸国と比べて低く，作業員が長時間労働を厭わ

ない傾向があることが，台湾企業が対中投資を選択するきわめて重要な要因

となっている。台湾の中小企業のなかには，中国のこのような状況を利用し

て，搾取的な労働条件で操業を行なっているところもある。

膨大な人口を有し，沿岸部を中心に急速な経済成長を遂げる中国の市場と

しての有望性も，台湾企業を引きつける要因であろう。相対的に低賃金で優

秀なエンジニア等の人的資源の存在，華南地方での生産にあたっては香港の

中継機能を利用できることも，中国のメリットとして指摘できる。

これらの要因に加えて，中国には，その利用において台湾系企業が他国企

業より優位な立場にある優位性がある。�［１９９６, Hsing１９９８］は，台湾の中

小企業主たちが，投資に関する裁量権をもち，外資導入に強い関心を抱く地

方官僚たちとの間に緊密なコネクションを築き（１２），許認可申請手続き上の

便宜，優遇政策の「弾力的運用」をはかってもらっている様子を活写してい

る。�が指摘するように，台湾中小企業の投資には，靴・アパレル等，流行
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への迅速な対応を必要とする業種が多い。さらに，中国の各地方が外資をめ

ぐって激しい誘致合戦を繰り広げていることも，台湾企業に有利な投資環境

を作り出している。中国の地方官吏たちのこの融通無碍で，金銭インセンテ

ィブに敏感な体質を巧みに利用する能力において，台湾・香港の中小企業は，

欧米・日本の企業よりも有利な立場にあるといえよう。

４．投資の性格の変容：「防御的投資」から「拡張型投資」へ

以上の検討から，規模ごとにある程度の差異は観察されるものの，台湾の

対外投資が概して中国へ集中する趨勢にあること，東南アジアへの投資は低

迷していることがわかった。このような趨勢の背後には，対外投資の性格の

変化があげられる。中華經濟研究院［２０００］は，１９９５年頃を境に，台湾の対

外投資の性格に変化が生じたことを指摘する。すなわち，この時期以前の中

国・東南アジア向け投資が，企業の生き残りのために行なわれた「防御的」

性格を有したのに対し，９５年以降の中国向け投資は「生存（空間）を求めて

行なわれたものではなく，ライバルを打倒し市場競争で優位な地位を勝ち取

ることを目的に」（p．１１９）行なわれる，「拡張型」「攻撃型」の性格を帯びる

ようになった。同研究院はまた，多品種少量生産を行ない，ニッチ追求型の

戦略をとることの多い台湾企業が，中国に進出した後は大量生産体制を築き，

時には原料生産の垂直統合を行なって，中小企業の市場参入の排除，韓国な

ど他の国との競争の排除を行なっていることを指摘する。

このような投資の性格の変化は，１９９０年代半ば頃から，対中投資の牽引

車が，中小企業から大企業へとシフトしたことと，密接に関連する。９０年

代初頭の対外投資の中心は，労働集約的な製品・部品の生産が中心であり，

その投資規模は概して小さかった。また，初期の投資が政府の認可を得ず，

水面下で行なわれたこと，９０年に政府が条件つきで対中投資を容認する政

策に転じたのちもしばらくの間，大手企業が対中投資の政治的リスクを考慮

して大規模な投資に慎重であったことも，投資の小規模性の要因であった。
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しかし，持続的な台湾元高と中小企業による対中投資の成功は，大手企業に

よる対中投資を誘発するとともに，進出済み企業の拡大投資を引き起こした。

以上の検討を総合すれば，台湾企業の対外投資は，中国への投資の集中の

加速と軌を一にして大型化し，「防御型」から「拡張的」「攻撃的」性格を帯

びるようになった。今日では，台湾企業にとって対外投資の成否はその命運

を握るものとなっている。しかも，この傾向は企業規模を問わず，また輸出

向け製品の生産者にとどまらず，部品メーカー・材料メーカーにまで及んで

いる。もともと，輸出指向工業化の枠組みのなかで高度に国際的な性格を有

してきた台湾企業であるが，対外投資の拡大・深化とともに，その生産体制

の国際化はさらにいちだんと進展している。

Ⅲ 台湾企業の対外投資と「所有特殊的優位性」：パソコン産業

を中心に

以上でみたように，台湾の対アジア投資は，１９９０年代を通じて量的・質

的に大きな変化を遂げた。本節では，このダイナミズムの背後にある企業レ

ベルの優位性の変化の過程に目を向け，台湾企業の対外投資を支えた「所有

特殊的優位性」の性格を検討する。事例として取り上げるのは，８０年代末

以降の台湾の主力産業であり，９０年代に急速な対外投資の拡大を経験した

パソコンおよびその周辺機器製造業――以下ではこれらを総称して「パソコ

ン産業」と呼ぶ――である。

１．「所有特殊的優位性」

一連の先行研究［Hymer（１９６０），Kindleberger（１９６９）他］が指摘してきた

ように，対外投資は，なんらかの優位性を保有する企業により行なわれる（１３）。

ある企業が，言語・文化を異にし取引慣行や法律にも不慣れな外国において，
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政治的リスク・為替リスク等にさらされながらも投資を行なうのは，当該企

業が，これらの不利を補って余りある，なんらかの優位性を保有すると考え

られるからである。

「折衷アプローチ」として知られるダニングの一連の研究［Dunning（１９７９，

１９８０，１９８１a）他］は，Hymer［１９６０］，Kindleberger［１９６９］らによって切り

開かれた対外投資の産業組織論的アプローチを出発点として，企業理論・産

業組織論・内部化の理論・貿易論等を折衷し，企業の対外投資の要因を，以

下の三つの視点からとらえたものである。すなわち，ダニングは対外投資を，

�１所有特殊的優位性（ownership-specific advantages）――人材や資本，技術や

情報，企業組織や経営能力等の有形・無形の資産を企業が保有することによ

り生じる優位性，�２内部化の誘因における優位性（internalization incentive

advantages）――取引コストの存在により，これらの優位性を市場で取引す

ることに困難が伴う場合に，そのような資源を保有する企業に生じる，内部

化による優位性，�３立地特殊的優位性（location-specific advantages）――投資

先の国に固有の天然資源，人的資源，インフラ面での優位性，の三つの要因

の組み合わせに注目することによって論じる。

根強い批判にもかかわらず，「折衷アプローチ」が，直接投資の議論にお

いて強い影響力を保持しつづけてきたのは，この議論が，先行研究で提示さ

れてきた視点をまさしく「折衷」することにより，さまざまな類型の投資行

動を包括的に論じ，多様な現象をシンプルな視角からとらえる基本的なフレ

ームワークを提供するからであろう。

中国が台湾の主要な投資先となっていることの背後にある「立地特殊的優

位性」については，前節３項ですでに検討した。以下，本節では，Dunning

らの議論の枠組みを援用しつつ，台湾の対中投資が，�１所有特殊的優位性の

不断の更新によって持続的に拡大してきたこと，�２台湾企業が所有する「有

形資産」「無形資産」は，当該企業による投資という「内部化」の形をとっ

てはじめて活用可能であったこと，を論じていく。
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２．台湾パソコン・メーカーの国際展開

台湾のパソコン産業は，１９８０年代に成長を開始し，９０年代初頭以降，米

国・日本の大手ブランド企業の OEM（相手先ブランド製品製造）オーダーを

大量に受注して，飛躍的な発展を遂げた（１４）。この産業の最大の特徴は，米

系を中心とする先進国のパソコン・メーカーの主導の下に，「それ以前には

存在せず，想像もされなかったほどの産業の国際化」［Dedrick & Kramer１９９８：

５０］が実現した点にある。

台湾企業は，この国際分業体制に巧みに適応した。１９９０年代初頭，台湾

がアジアにおける欧米企業の OEM拠点として頭角を表わすことに成功した

のは，台北～新竹一帯に集中して立地する電子部品メーカーや，一部の工程

に特化した専業メーカー等によって構成された産業集積の柔軟な供給力，相

対的に賃金コストが低く勤勉で優秀なエンジニアの存在と，これに裏打ちさ

れた開発設計力（１５）といった，台湾自身の優位性にあった。

しかし，１９９０年代を通じて，パソコン市場が急拡大するなか，世界のト

ップブランド企業間の競争が激化すると，台湾の OEMメーカーに対するコ

スト削減圧力は強まった。また，大手ブランドからの受注に成功した企業で

は，拡大投資への誘因が生じ，対外投資の機運が高まった。

早くから価格低下が起きた周辺機器やデスクトップ型パソコンのメーカー

では，１９９０年代初頭から対外投資が始まっていた。これらのメーカーでは，９０

年前後に東南アジアに進出した後，９０年代半ば以降の対中投資ブームに乗

って中国にも拠点を設けたケースが多い。一方，ノートブック型パソコンを

主力とするメーカーの対中投資は，この製品が，２００１年の方針転換まで対

中投資の禁止品目であったこと，標準化が進んでいない高付加価値型の製品

であることから，９９～２０００年頃から，投資が始動した。現在，台湾のノー

トブック型パソコン・メーカー上位５社は，いずれも上海～江蘇省一帯でマ

ザーボード・ベアボーン等の製造から着手し，ノートブック型パソコンの大
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量生産に向けた準備を進めている。

以上からわかるように，１９９０年代半ば以降，パソコン産業の対外投資は

中国への集中を加速させている。台湾系企業の出荷量に占める中国での生産

量の比率は，２０００年には，モニターで６０％，デスクトップ型パソコンで４５％

に達すると推測されている（資訊工業策進會のデータ）。今日，台湾が世界の

パソコン産業に占める地位はきわめて高く，台湾企業による生産量が世界の

生産台数に占める比率は，マザーボードで約７０％，ノートブック型パソコ

ンで５０％強，スキャナーで９０％強にも及ぶ（２００１年６月２７日の「第７回台

湾情報産業セミナー」における配布資料。原データは資訊策進会）が，この高い

シェアを支えているのは，中国における大量生産なのである。表４は，台湾

の主要パソコンメーカーによる中国での展開の状況を掲げたものである。

３．パソコン産業にみる「所有特殊的優位性」の不断の更新

本項では，パソコン産業の対外投資を支えてきた「所有特殊的優位性」の

変化のダイナミズムを，おおまかに三つの時期に分けて整理する。なお，パ

ソコン産業単独の対外投資統計は入手不可能であるため，同産業の対中投資

の地域分布については，表５の「電子・電気製品製造業」欄を用いて代理す

る。

�１ 低賃金労働力の組織化ノウハウ（～１９９３年頃）

「ハイテク」イメージの強いパソコン産業は，実際には労働集約的な工程

を多数含む。１９９０年代初頭の労働集約型の周辺機器・電子部品の対外投資

は，元高と労賃の上昇によって失われた低コスト性の回復を目的とする「防

御的性格」を色濃くもっていた（１６）。この時期の投資は，個々の企業が，台

湾島内で欧米向けの OEM生産を行なうなかで蓄積した製造ノウハウ，市場

に関する知識，販路等の「無形資産」の優位性を基礎とするものであった。

９０～９１年にかけて対中投資が許可されるようになった品目は，キーボード，
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変圧器，パワーサプライ等であり，実際にこの時期に中国に生産が移管され

たのも，技術的に成熟したこれらの品目が中心であった。またこの時期には，

最終製品メーカーに随伴して，部品メーカーの投資も始まった。

表５から，この時期の電子・電気製品製造業の対中投資の地理的分布をみ

ると，広東省が４６．５％，上海・江蘇省が２５．０％，福建省が１３．８％であった。

表４ 台湾上位１０社パソコン・

「Top５０００」に
おける順位

企業名
（中国語）

企業名（英語） 創業年

１
宏碁電腦 Acer Inc. １９８１（１９７６年創業の

宏碁有限公司が設立）

２ 廣達電腦 Quanta Computer Inc. １９８８

３
英業達 Inventec Corporation １９７５

４
鴻海精密工業 Hon Hai Precision

Industry Co., Ltd.
１９７４

５
華碩電腦 Asustek Computer Inc. １９８９

６
仁寳電腦工業 Compal Electronics Inc. １９８４

７
大衆電腦 First International

Computer Inc.
１９８０

８ 華宇電腦 Arima Computer Inc. １９８９

９
明碁電腦 Acer Peripherals Inc. １９８４

１０
神達電腦 Mitac International Corp. １９８２（１９７４年創業の

神通電脳から独立）

（注）『２０００台灣地區大型企業排名 Top５０００』（台北：中華徴信所 ２０００年）所収の「コン
資料には食い違いがある。上掲の情報は，あくまで現時点で入手できたものを総合

（出所）各社ホームページ，新聞報道，ヒアリングの結果等を総合して作成。
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広東省のなかでは深�－東莞－その他の３地域がほぼ拮抗するなど，後の時

期に比べて，この時期の投資の立地選択は比較的分散していた。

また，この時期には，広東省を中心に，低賃金労働力の利用を主眼とする

委託加工取引が活発に行なわれるようになった。この取引では，現地の政府

や企業が，土地や建物の提供と労働者の採用を行ない，台湾側は機械設備と

メーカーの対中投資の現状

主要製品 主な中国拠点とその設置年

パソコン（デスクト
ップ，ノート型）

１９９８年・広東省中山（マザーボード，ケース）。江蘇省昆
山でノート型パソコン生産を検討中との報道あり

ノート型パソコン ２００１年・上海（ノート型パソコンの生産を準備中）

ノート型パソコン １９９２年・上海（当初はソフトウェア開発・電卓生産。現在，
ノート型パソコンの生産を準備中）

ベアボーン，コネク
ター

１９９３年・広東省深�及び江蘇省昆山（コネクター，ベアボ
ーン）

ノート型パソコン，
マザーボード

１９９９年・江蘇省蘇州（マザーボード，ベアボーン等）

ノート型パソコン，
モニター

１９９６年・江蘇省昆山工場（モニター）。現在，同地でノー
ト型パソコンの生産を準備中

パソコン（デスクト
ップ，ノート型），
マザーボード

１９９５年・広東省広州（EMS，マザーボード），江蘇省蘇州
でノート型パソコン生産を準備中

ノート型パソコン １９９９年・江蘇省呉江でノート型パソコンの準備を開始

モニター，スキャナ
ー，通信機器

１９９３年・江蘇省蘇州（モニター，スキャナー，その他周辺
機器，通信機器）

パソコン（ノート型，
デスクトップ型），
モニター

１９９３年・広東省順徳（デスクトップ型パソコン）。２０００年
より江蘇省昆山でノート型パソコン生産を準備中

ピュータ及び周辺機器製造業」上位１０社の対中投資の概要。なお，対中投資に関する各種
したものである。
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原料・部品を持ち込んで輸出向け生産を行なう。委託加工取引は，中国側の

統計では「その他投資」に分類される一方，台湾側の統計からはその実態が

把握できないため，公表統計から詳しい実態を把握することは難しい。しか

し，１９９５年時点での報道によれば，広東には台湾系企業が約４０００社，委託

加工貿易に従事する台湾企業が２０００社強，それぞれ進出していたという

［史美泗「廣東台資企業向高層次發展」『經濟導報』１９９５年第３期（２４０３期）p．３２］。

�２ 集積の利益の発現（１９９４～９７年）

対中投資が進展し，中国において台湾系のパソコン・周辺機器・部品メー

カーの集積が出現すると，投資先には，台湾で形成されていたのと同様の生

産ネットワークが出現するようになった。Chen ed.［１９９８］は，対外投資の

拡大に先立つ時期の台湾企業の生産体制が，多数の中小企業によって構成さ

れる生産ネットワークの効率性によって支えられていたこと，その対外投資

の過程の分析に際しては生産ネットワークの移転，現地での再構築への注目

表５ 台湾の電子・電気製品製造業の

１９９１�９３年

広東省
福建省

計 東 莞 深 � その他

金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％

電子及び電気
製品製造業

２３７，９４３４６．５ ６５，３７０１２．８ ８６，９２１１７．０ ８５，６５２１６．８ ７０，５９９１３．８

合 計 １，２３５，３１０３４．４ ２６２，８７４ ７．３ ３１５，３８３ ８．８ ６５７，０５３１８．３ ５５６，７５４１５．５

１９９４�９７年

電子及び電気
製品製造業

８０７，６９６５３．０ ３３６，０４８２２．１ １５９，９２９１０．５ ３１１，７１９２０．５ １１２，３８４ ７．４

合 計 ２，４５７，３９１３２．３ ７９６，８６７１０．５ ４１７，０２１ ５．５１，２４３，５０３１６．３ ８０１，３９３１０．５

１９９８�２０００年

電子及び電気
製品製造業

１，４３４，５８７５１．９ ６６４，２０１２４．１ ３２０，６３４１１．６ ４４９，７５２１６．３ ３９，０７１ １．４

合 計 ２，３４４，２３６３９．８ ８５６，７６４１４．５ ４９２，６７９ ８．４ ９９４，７９３１６．９ ３０９，１７８ ５．２

（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國 華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・
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が重要であることを強調し，「ネットワーク・アプローチ」の視点から，台

湾企業の対外投資を分析した。Chenらの分析対象は台湾の対東南アジア投

資であったが，この視点は，中小企業の進出が東南アジア以上に進み，一部

の地域への高度の地理的集中が生じた対中投資に対して，さらに有効な視点

であろう。

その典型的な事例が，数百社の台湾系電子メーカーが集積し，電子部品・

周辺機器・デスクトップ型パソコン等の生産を行なっている広東省東莞市一

帯である。表５からわかるように，１９９４～９７年の間の電子・電気製品製造

業の立地は，広東省（５３．０％）に集中し，そのうちの約４割が東莞への投資

であった。

このような集積の形成が進んだ結果，中国に展開する台湾企業は，個々の

企業の優位性を越えて，かつて台湾で形成されていたのと同様の「集合的効

率性」（collective efficiency）［Schmitz１９９５,１９９９］を実現するようになった。

投資を支える優位性は，個別企業の無形・有形資産というより，台湾系メー

対中投資（認可額）の地域別構成

（単位：１，０００米ドル，％）

上海・江蘇省
浙江省 その他 合 計

計 上 海 江蘇省

金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額

１２７，８１１２５．０ ６５，２６１１２．８ ６２，５５０１２．２ １１，５４７ ２．３ ６３，３２５１２．４ ５１１，２２５

８９３，５１１２４．９ ４４９，１２０１２．５ ４４４，３９１１２．４ １３９，９９３ ３．９ ７６３，９９３２１．３ ３，５８９，５６１

４１１，９１３２７．０ ２１４，９９０１４．１ １９６，９２３１２．９ ５０，６９３ ３．３ １４１，０２７ ９．３ １，５２３，７１３

２，５７５，８７４３３．８１，２１４，１５５１５．９１，３６１，７１９１７．９ ３４８，２５８ ４．６１，４３５，５６０１８．８ ７，６１８，４７６

１，１２５，６５１４０．８ ２８５，９９７１０．４ ８３９，６５４３０．４ ３７，７７７ １．４ １２４，４１５ ４．５ ２，７６１，５０１

２，４２１，３８２４１．１ ７５８，５５９１２．９１，６６２，８２３２８．２ ２３３，４６６ ４．０ ５８６，２８１ ９．９ ５，８９４，５４３

對大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月版より作成。
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カーの集団的な展開が発揮する優位性へと変容した。この点で，この時期以

降の台湾の対中投資には，個別企業の所有特殊的優位性に着目したダニング

の議論ではとらえきれない，集合的・総体的な優位性の発露がみてとれる。

�３ 柔軟な大量生産体制の構築と「グローバル・ロジスティクス」の成立

（１９９８年～）

１９９８年以降，台湾パソコン産業の対中投資の規模は，急速に拡大した。

表６は，電子・電気製品製造業の平均投資額を，三つの時期に分けて掲げた

ものである。同表は，件数については新規投資件数，金額については新規投

資と増資の合計額を掲げたものであるため，平均投資額の単純な時点間比較

はできないが，そのような考慮を差し引いてもなお，９８年以降の対中投資

の１件当たり金額が，９４～９７年に比べて大幅に上昇している様子がみてと

れる。実際，ヒアリングや新聞報道を総合すると，この時期以降，対中投資

の規模の拡大は顕著になっている。

この変化の最大の背景として，投資主体の変化があげられる。１９９４～９７

年の時期の投資では，中小企業の進出が目立ったが，９８年以降は，世界的

なパソコン市場の統合化の流れのなかで，上位ブランド企業の OEM・ODM

提携先として地位を確立した上位メーカーが，投資を主導する傾向が強まっ

ている。９９～２０００年にかけて，ノートブック型パソコンメーカー上位５社

がほぼ同時に上海周辺に進出した過程には，この傾向が顕著にみてとれる。

投資規模の拡大とともに，投資地の選択にも変化が生じている。表５から

表６ 電子・電気製品製造業の対中投

時 期
広 東 省

福 建 省
計 東 莞 深�特区 そ の 他

１９９１～ ９３年 ４２５ ４６４ ４１０ ４１４ ４１３

１９９４～ ９７年 ９０９ ９４４ ６７８ １，０５０ ８９９

１９９８～２０００年 ３，１９５ ３，３７２ ２，３９３ ３，８１１ ２，４４２

（出所）經濟部投資審議委員會『中華民國 華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・

１０４★



わかるように，１９９８～２０００年の時期には，電子・電気製品製造業の対中投

資に占める上海および江蘇省への投資の比率が４０．８％に急上昇し，広東省

の５１．９％に近づいた。この傾向はさらに加速しており，２００１年１～８月期

の比率は，上海・江蘇省が５０％と，広東省向けの４０％を逆転するにいたっ

ている。台湾では，投資が華南から華東へとシフトしつつある現状を「北移」

と呼んでいるが，この現象は，投資の平均規模の拡大と軌を一にした動きで

ある。また表６からわかるように，江蘇省向けの電子・電気製品製造業の平

均投資額は，９８～２０００年の時期に４５１万ドルと，他の地域向けの投資より

規模が大きいことも特徴である。

投資の華東シフトの背景としては，次の点が指摘できる。第１に，市場と

しての華東地域の成長性を見越した投資が増えている。第２に，上海周辺の

人材の層の厚さ――特に優秀なエンジニアの存在を評価して，この地域に進

出する企業が増加している。台湾の対中投資が，単なる低コスト生産を目的

とするものではなく，現地での高付加価値型製品の製造，さらには開発設計

機能の移転を視野に入れたものへと変化してきたことと歩調を合わせた動き

である。第３に，多数の台湾系企業が，上海周辺の投資環境の良好さ，具体

的には行政手続きの透明性・効率性を評価するようになっている。開発の歴

史が長い広東省に比べ，後発である華東地域は，外資の誘致に熱心であり，

行政からの優遇措置や効率的・機動的な対応が期待できる。この地域の税関

作業が相対的に効率的であるとする声は，台湾企業の間で広く聞かれる。多

数の香港・台湾・日系企業が集積する華南では混雑コストが発生しがちであ

資の平均金額（認可ベース，地区別） （単位：１，０００米ドル）

上海・江蘇省
浙 江 省 そ の 他 全 中 国

計 上 海 江 蘇 省

４４４ ５７２ ３５９ ２１８ ３２５ ４０３

１，４６６ １，５６９ １，３６８ ８７４ ８７１ １，００６

３，９６４ ２，９１８ ４，５１４ １，１４５ ２，４４０ ３，３１５

對大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』各月版より作成。
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り，その回避を目的とする企業も多い。

他方，広東省を中心に広範に行なわれてきた委託加工貿易は，引きつづき

活発に行なわれてはいるが，その重要性は低下しつつある。委託加工取引の

メリットは，初期投資が節約できる上，税負担も軽いこと，現地政府との交

渉や労務管理等の負担を回避できることにあるが，同時に，国内販売が原則

的に禁止であること，優秀な人材の長期的確保が困難であること等のデメリ

ットもある［朱炎 ２００１］。投資が大規模化し，品目が高度化するとともに，

台湾企業の独資志向が強まっており，その投資地の選定にあたっては，既述

のような条件を満たす上海・江蘇省一帯が選好されるようになっているので

ある。

この時期にはまた，台湾企業が，パソコン産業の商品連鎖のなかで担う役

割の拡大が進んだ。「グローバル・ロジスティクス」と呼ばれる生産体制の

成立である（１７）。この体制の下で，台湾企業は，台湾・中国等の各拠点で設

計・半製品組立を行なうだけでなく，最終組立工程を消費市場の近くで行な

い，製品修理等のアフターサービスまでを担当するようになっている。これ

により，BTO（Built-to-Order）体制を構築するとともに，従来，発注者であ

る欧米企業が負っていた在庫のコスト，納品時までに部品・製品価格が変動

することのリスクが，台湾側に転嫁されるようになっている。台湾企業は，

この新しい任務に対応するため，ヨーロッパ，米国およびその周辺地域であ

るメキシコ等に拠点をおくようになっている。

台湾メーカーは，中国への進出によって規模を拡大し，台湾での設計開発

機能と「柔軟な多品種少量生産」体制を，中国での「柔軟な大量生産」体制

と組み合わせ，さらに「グローバル・ロジスティクス」体制の整備にも成功

することで，米・日・欧のブランド企業にとっての自らの代替不可能性を大

幅に高めた。今日，台湾企業は，欧米・日本のトップブランド企業にとって，

単なる安価な OEMメーカーではなく，多様なサービスを複合的に供給する，

きわめて重要な提携相手となっている。台湾パソコン・メーカーのこの複合

的な生産・サービス体制は，その一部を他社に売却したり，ライセンス供与
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したりすることが合理的な選択にならない点で，「内部化の優位性」に支え

られている。

この優位性は，それ以前の競争力とは明らかに異なる優位性であり，対中

投資による低コストの実現はその重要な一部ではないが，すべてではなくな

っている。

おわりに

本章では，台湾の対外投資の展開過程を投資国別・産業別に検討し，１９９０

年代以降，アジア向けの製造業投資が急増したこと，なかでも９０年代半ば

以降，対中投資が飛躍的に拡大したことを指摘した（第Ⅰ節）。また，企業

規模別に対アジア投資の現状と今後の展望を検討し，企業規模によって差異

はあるものの，総じて台湾企業の対外投資は中国へ集中する傾向にあること

を明らかにした（第Ⅱ節）。

続いて第Ⅲ節では，１９８０年代以降の台湾経済のリーディング・セクター

であり，９０年代には最も重要な対外投資産業となったパソコン産業の事例

を取り上げ，台湾企業の対外投資の急増を支えた「所有特殊的優位性」を検

討した。台湾の対外投資を支える優位性は，初期の低コスト生産の組織化能

力から，産業集積の形成を通じて実現される柔軟な生産体制へ，さらには

９０年代後半の大規模投資によって作り出された集合的効率性，およびグロ

ーバル・ロジスティクスの実現による国際的・複合的なサービスの提供能力

へと，不断に変化してきた。この点で，台湾企業の対外投資は，個々の企業

の「所有特殊的優位性」に注目するだけではとらえきれない側面をもつ。

台湾のパソコン・メーカーは，製造拠点としての中国が有する「立地特殊

的優位性」を，自らの「所有特殊的優位性」，欧米・日本企業のもつブラン

ド力・販路と巧みに結びつける，中間管理者的な役回りを果たしている。こ

の仲介機能を果たすことによって，台湾企業は，中国の沿海部を，グローバ
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ルに展開するパソコン産業の生産システムのなかに編入しつつ，自らも急速

な発展を遂げてきた。

しかし，対中投資の大規模化と高度化は，台湾自身のパソコン関連製品の

生産・輸出の鈍化をもたらしつつある。２００１年１～１１月期の情報処理・通

信機器の輸出額は，世界的な需要の低迷と，生産の対中移転の加速を受け，

対前年同期比で２２％の減少となった。パソコン関連輸出の低迷は，民間投

資の低迷ももたらし，台湾の２００１年の実質経済成長率の政府予測は，戦後，

経済統計が整備されて以来，初めてのマイナス値であるマイナス２．２％にま

で落ち込んだ。

台湾では，１９９０年代を通じて，輸出・投資におけるパソコン産業への依

存度が大きく上昇した。それだけに，同産業の対外投資の進展が台湾経済に

与える影響は大きい。台湾海峡を挟んだ「両岸分業体制」の形成を梃子に急

速な発展を遂げてきた台湾のパソコン産業は，その分業体制のさらなる深化

のなかで，企業の論理と，域内の雇用・投資の利益の間のディレンマに直面

しているのである。

だが，振り返ってみれば，台湾の経済発展は，域内での生産が立ちいかな

くなった産業の衰退を，新しい産業の創出によって乗り越えるプロセスの繰

り返しによって支えられてきた。台湾パソコン産業の「両岸分業体制」がも

たらすディレンマを解く鍵は，台湾企業が発揮しつづけてきた優位性の不断

の更新のダイナミズムが，今後も持続しうるか否かにあるだろう。

注�１ 宮城［１９９９］は，Dunning［１９８１ab］，Dunning and Narula［１９９６］等の
「投資発展経路」（Investment-Development-Path）の概念を用いて，台湾が被
投資経済から対外投資経済へと移行する過程を分析した。「投資発展経路」の
議論では，一国の経済発展とともに，対内・対外投資が系統的な展開を遂げ
ることに注目して，ステージ１から５までの発展段階を想定する。宮城は，
台湾経済が，対内投資の本格化と対外投資の漸増期である「ステージ２」に達
したあと，対内投資の増加率を上回る速度で対外投資が拡大する段階である
「ステージ３」を飛び越え，「対内投資の資本集約化と対外投資の急拡大期」に
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特徴づけられる「ステージ４」に突入したことを指摘する。この点で台湾の対
外投資の展開過程には，「圧縮された」性格がみてとれる。
�２ 台湾の輸出指向工業化の過程については，隅谷・劉・�［１９９２］，佐藤・川
上［２００１］等を参照。

�３ 朝元［１９９６ 第３章］は，１９５０年代以降，９３年までの台湾の対外投資を�１
初発期，�２漸増期，�３成長期，�４拡張期，に分けて各時期の特徴を整理して
いる。
�４ 認可統計上ではこの転換は１９９１年に生じているが，９２，９５年には流入額が
流出額を上回っている。ただし，認可統計では対内投資が過大評価される一
方，対外投資が過小評価される傾向があるので，実際の転換は国際収支表に
即してとらえるほうが適切である。
�５ 台湾の対外投資統計は，中国向け投資である「対大陸投資」とそれ以外に
対する「対外投資」に区分されているが，本章では両者を合わせて「対外投
資」とする。
�６ １９９９年の英領中米諸国から台湾への投資は１２億ドルに達した（經濟部投資
審議委員會『中華民國 華僑及外國人投資・對外投資・對外技術合作・對大
陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』中華民國８９（２０００）年６月号）。
�７ 最終市場である米国への投資の計画が多いのも，この産業の特徴である。
�８ 陳・顧［２０００］は，東南アジア工場が存続するためには，東南アジアに立
地する顧客に対し，地理的近接性を活かしたサービスの充実をはかるか，東
南アジア工場が独自の製品開発能力を確立するか，のいずれかの条件を満た
さねばならないと指摘する（p．１８）。このうち，前者の条件は，欧米の大手パ
ソコンブランド企業が，台湾企業に対して，複数の海外生産拠点の維持によ
るリスクの分散・グローバルな製品供給体制の構築を望んでいること，マレ
ーシア・シンガポール等に多数の外資系電子産業の集積が成立していること
から，ある程度持続するであろう。しかし，後者の条件については，東南ア
ジア工場の置かれた状況は楽観視できるものではない。多数の台湾企業が，
研究開発拠点としての中国の将来性を評価していることを考えれば，東南ア
ジア工場が研究開発能力の優位性を築きうる可能性は低下していると考えざ
るをえない。
�９ ベトナムの１９９９年の１人当たり GDPは３９０ドルであった。
�１０ 台湾企業の対中投資の展開と背景を論じた研究に佐藤［１９９７］がある。
�１１ 陳・顧［２０００］は，台湾企業が対外投資先の選択に際して考慮する主な要
因として，投資先の言語・文化・商業上の習慣との親近性にかかわる「心理
的ファクター」，当該企業の競争力を支える生産ネットワークへのアクセスの
利便性＝「ネットワーク・ファクター」を指摘し，大企業に比べて中小企業は，
より「心理的ファクター」の壁に直面する，とする。中国との言語的共通性

第３章 台湾の対外投資★１０９



は，中小企業にとってより重要なメリットとなっているであろう。
�１２ �［１９９６］は，「欧米の大型多国籍企業が北京で経済貿易部や国営企業のト
ップと会議を開いている時，香港・台湾の商人たちは広東省東莞市厚街鎮の
鎮長や書記，経済貿易委員会の主任たちとカラオケで相談事をする」という
エピソードを紹介している（p．１６５）。
�１３ 直接投資理論をめぐる優れたサーベイに，洞口［１９９２］第１章がある。
�１４ 台湾パソコン産業の発展過程については，川上［１９９８］を参照。
�１５ 台湾のパソコン産業では，初期の OEM製造から，顧客が提供する外観設計
に基づき，台湾側が開発を行なう ODM（original design manufacturing，製
造元開発による相手先ブランド製品製造）へとしだいに重点がシフトした。
�１６ この時期の対中投資の実態については，例えば高・林・林・許［１９９５：７９�
８５］を参照。
�１７ この体制の成立の背景としては，株主価値最大化の圧力に強くさらされた
米国企業が，キャッシュフロー増大策の一環として，固定資産の圧縮をはか
り，アウトソーシングを強力に推し進めるようになったことが指摘できる。
このような動きが，EMS（Electronics Manufacturing Services）メーカーの
成長とともに，台湾の OEMメーカーの担当業務の拡張をもたらしていると考
えられる。EMSメーカーについては，稲垣［２００１］を参照のこと。

〈参考文献〉

〈日本語文献〉
朝元照雄 １９９６．『現代台湾経済分析 開発経済学からのアプローチ』勁草書房．
稲垣公夫 ２００１．『EMS戦略 企業価値を高める製造アウトソーシング』ダイヤ
モンド社．

川上桃子 １９９８．「企業間分業と企業成長・産業発展――台湾パーソナル・コンピ
ュータ産業の事例――」『アジア経済』第３９巻第１２号．

佐藤幸人 １９９７．「第５章 台湾――労働力，市場そして創業機会を求めて――」
石原享一編『中国経済の国際化と東アジア』アジア経済研究所．

佐藤幸人・川上桃子 ２００１．「第３章 台湾――国際加工基地の構造転換――」原
洋之介編『新版 アジア経済論』NTT出版．

朱炎 ２００１．１「IT産業における中国と台湾の分業関係と相互依存」Economic Review

富士通総研．
隅谷三喜男・劉進慶・�照彦 １９９２．『台湾経済－典型 NIESの光と影』東京大学
出版会．

洞口治夫 １９９２．『日本企業の海外直接投資――アジアへの進出と撤退――』東京
大学出版会．

１１０★



宮城和宏 １９９９．「第６章 直接投資と経済発展」施昭雄・朝元照雄『台湾経済論
――経済発展と構造転換――』勁草書房．

〈英語文献〉
Chen, Tain-Jy 1992.“Determinants of Taiwan’s Direct Foreign Investment : The
Case of a Newly Industrializing Country.” Journal of Development Economics 39.

1998. “FDI by Small- and Medium-Sized Enterprises from Taiwan.”

in Chen, Tain-Jy ed., Taiwanese Firms in Southeast Asia : Networking Across Boarders.

Edward Elgar : Cheltenham, UK.

Dedrick, Jason and Kenneth L. Kramer 1998. Asia’s Computer Challenge : Threat or

Opportunity for the United States and the World? New York : Oxford University

Press.

Dunning, J. H. 1979.“Explaining Changing Patterns of International Production : In
Defense of Eclectic Theory.” Oxford Bulletin of Economics and Statistics Vol. 41.

1980.“Toward an Eclectic Theory of International Production :
Some Empirical Tests.” Journal of International Business Studies Vol. 11, Spring

/Summer.

(a). 1981.“Explaining Outward Direct Investment of Developing
Countries : In Support of the Eclectic Theory of International Production.” in

Kumar, Krishna and Maxwell G. Mcleod, eds., Multinationals from Developing

Countries. Massachusetts and Toronto : Lexington Books.

(b). 1981.“Explaining the International Direct Investment Position
of Countries : Towards a Dynamic or Developmental Approach.” Weltwirtschaftli-

ches Archiv Vol. 117.

and R. Narula, eds. 1996. Foreign Direct Investment and Governments :

Catalysts for Economic Restructuring, London and New York, Routeledge.

Hsing, You-tien 1998. Making Capitalism in China : The Taiwan Connection. Oxford :

Oxford University Press.

Hymer, Stephen Herbert 1960.“The International Operations of National Firms :
A Study of Direct Foreign Investment.” Unpublished doctoral disseration,

Massachusetts Institute of Technology. 後に The International Operations of

National Firms : A Study of Direct Foreign Investment, Cambridge : The MIT Press,

1976 として出版（邦訳：宮崎義一訳１９７９年『多国籍企業論』第Ｉ部，岩波書
店）。

Kindleberger, Charles P. 1969. American Business Abroad : Six Lectures on Direct

Investment. New Haven : Yale University Press.

Schive, Chi 1990. The Foreign Factor : The Multinational Corporation’s Contribution to

第３章 台湾の対外投資★１１１



the Economic Modernization of the Republic of China. Stanford : Hoover Institution

Press.

Schmitz, Hubert 1995.“Collective Efficiency : Growth Path for Small-scale Industry.”
Journal of Development Studies 31 (4).

1999.“Collective Efficiency and Increasing Returns.” Cambridge

Journal of Economics Volume 23 issue 4.

〈中国語文献〉
陳添枝・顧瑩華 ２０００．「台商國際化策略之選擇」全球華人經濟力現況與展望國際
學術研討會 報告論文．

高希均・林祖嘉・林文玲・許彩雪 １９９５．『台商經驗：投資大陸的現場報道』台北：
天下文化出版．

行政院經濟建設委員會委託，中華經濟研究院 ２０００．『東南亜經貿研究計畫－臺商
在東南亜與大陸投資行爲之比較與我國因應對策』．

中華民國八十七年資訊工業年鑑編纂小組 編 １９９９．『中華民國八十七年資訊工業
年鑑』財團法人資訊工業策進會．

�幼田 １９９６．「台商與中國大陸地方官僚聯盟：一個新的跨國投資模式」『台灣社
會研究季刊』第２３期．

１１２★


